
第 2 8 回 ｢産科医療補償制度運営委員会｣

-第 1 9 回制度見直 し の検討- 次第

日 時 : 平成 2 5 年 1 1 月 2 7 日 (水 )

1 0 時 0 0 分~ 1 2 時 0 0 分

場所 : 日 本医療機能評価機構 9 階ホ-ル

1 . 開 会

2 . 議 事

1 ) 第 2 7 回運営委員会の主な意見について

2 ) 補償 申請期間 について

3 ) 産科医療補償制度 見直 しに係 る最終報告書 く案) について

4 ) 産科医療補償制度の見直 しに係 る検討結果の取 り ま と め (案) について

5 ) 補償 申 請に係 る状況について

6 ) そ の他

3 . 閉 会



1 ) 第 2 7 回運営委員会にお け る主な意見

【第 2 6 回運営委員会の主な意見につ いて 】

<補償申請の促進に係 る取組み等の状況について >

○ 医療機関か ら補償対象外 と 言われたが 、 機構に問い合わせた と こ ろ実は補

償対象であ っ た と い う よ う なケース が あれば、 運営委員会に情報 と して 出 し

て ほ しし 、 。

【補償対象 と な る脳性麻痺の基準につ いて 】

( 1 ) 一般審査の基準

<在胎週数 >

○ 本制度の見直 しの 目 的は 、 拡大あ り き ではな く 、 5 年間の実績を踏ま えて 、

現状に合わせる こ と と 考え る 。 見直 し をす る にあた っ て は 、 保護者の納得は

も ち ろ ん 、 保険者、 社会の納得が必要 と 考え る 。

○ 資料 ｢在胎週数 1 週 ご と の脳性麻痺の発生率の推移｣ において 、 2006 年か

ら 2009 年の在胎週数 31 週 と 32 週の脳性麻痺の発生率を比較する と 、 3 1 週

の発生率が 、 LOOO 対 10 く ら い高 く な っ てい る 。 制度創設時 と の比較では 3 1

週の発生率が 9 分の 1 に減っ た と い う こ と であ る が 、 直近の 32 週 と の比較で

も大き な有意な差が あ る と 思 う 。

○ 在胎週数 32 週以下の事案等に対 して個別審査が行われてお り 、 そ の結果を

踏ま えて 、 在胎週数の基準を決め る こ と が 、 納得がい く のではないか。

○ 個別審査は一般審査 と は考え方が異な っ てい る 。 個別審査基準は分娩機関

で も把握 さ れてい る た め 、 補償対象 と な ら ない と 考え 申請 さ え行われていな

い児が存在 してい る 。 一方 、 補償対象 と な ら ない可能性が高 く て も 藁に も す

が る よ う な気持ち で 申 請 さ れてい る 児が含まれてい る 。 分母の数がはっ き り

しない 中 、 資料 ｢ (参考) 個別審査におけ る在胎週数ご と の審査結果の割合｣

で該当率を見る こ と は統計的に正 しい と は言えないのではないか。

○ 資料 ｢ (参考) 個別審査におけ る在胎週数ご と の審査結果の割合｣ について 、

個別審査基準は審査を してみない と 補償対象 と な る か ど う か分か ら ない事例

も あ り 、 該 当率が 100% と な っ てい る在胎週数が多い こ と か らする と 、 補償申

請数が ま だまだ少ない こ と を示す と 考え る 。 すべての在胎週数の該当率 80%

く ら い にな る ま で医療機関に 申 請促進のため の周知 を行 う べ き であ る 。 ま た 、

N の数が少ない 中 、 割合を 出すこ と は違和感が あ る 。

○ 個別審査は低酸素状態の有無が条件 と して付いてい る ため 、 資料 ｢ (参考)

個別審査におけ る在胎週数ご と の審査結果の割合｣ を も っ て一般審査の基準



を議論する のは適当ではない。

○ 資料 ｢ (参考) 個別審査におけ る在胎週数ご と の審査結果の割合｣ は 、 個別

審査を行っ た結果、 何週以上であれば 100% に近 く 認定 されてい る か と い う こ

と が分かる 非常に意味の あ る 資料であ り 、 こ の実績も考慮 して線を 引 く べき で

あ る 。

○ 在胎週数 31 週の根拠 と して は 、 最新の 2006 年か ら 2009 年の 3 1 週の発生

率が 1 , 000 対 1 3 . 2 であ り 、 創設時に根拠 と した在胎週数 33 週 ごろ の発生率

と ほぼ同 じで 、 かつ 、 こ の 4 年間で 、 現行の基準にな っ て い る在胎週数 33 週

と 統計的に検定 した と こ ろ 、 32 、 3 1 週 ま では有意差が な く 、 30 週か ら 統計的

には明 ら かな違いが あ る こ と か ら 、 3 1 週 と い う こ と でま と ま っ て き た と 考え

て し 、 る 。

○ 直近の在胎週数 33 週の脳性麻痺発生率が 1 , 000 対 3 . 4、 34 週が 1 , 000 対 3 . 8

に ま で下がっ て き てい る こ と を考え る と 、 制度創設当時の 34 週の 1 , 000 対

13 . 3 と 直近の 3 1 週の 1 , 0 00 対 1 3 . 2 を比較する のではな く 、 創設時か ら の 5

年間の変化を踏ま えて 、 現行の基準 と なっ てい る 33~34 週の直近の発生率が

1000 対 4 弱を基準に考え る べき ではないか。

○ 周産期医療の進歩に よ り 脳性麻痺の発生率が減少 して き て い る 。 制度創設

時の発生率 と の比較ではな く 、 周産期医療の進歩に よ り 減少 した後 の直近の

発生率を基準に検討す る こ と は 、 周産期医療の進歩にネガテ ィ ブな影響を与

え る ので 、 反対であ る 。

○ 資料におけ る脳性麻痺発生率は 1 , 000 対の数字であ る た め 、 1 , 0 00 対 1 3 . 2

は 100 分率 と する と わずか 1 %程度 と い う こ と であ り 、 99%の児は未熟であ

っ た と して も正常な状態で生まれる と い う こ と であ る 。 1 %程度の 中 のわず

かな数字の差に振 り 回 さ れる のでな く 、 統計的 な有意差が ど こ で識別 される

かで判断すべき であ る 。

○ 統計 と い う の は完璧な も のではないが 、 1 例 、 2 例 と い っ た発生頻度の と

こ ろ を普遍化す る には 、 資料 ｢在胎週数別脳性麻痺発生率の統計的分析｣ が

一番信頼でき る データ であ り 、 こ れに も と づ く 判断が適当 であ る 。

○ 資料 ｢在胎週数別脳性麻痺発生率の統計的分析｣ は統計処理も さ れてお り 、

一番説得力が あ る と 思 う ので 、 在胎週数 31 週 を強 く 推 したい。

○ 直近の 6 年間の数字で見 る と 、 在胎週数 31 週 、 32 週 、 3 3 週は似た よ う な

傾向で 30 週は異な る と思 う 。 特に 3 1 週 、 32 週は直近 2 年間 の脳性麻痺の発

生はゼ ロ であ り 、 統計的に も 、 数字を 目 の子で見て も 3 1 週で線を引 く のが適

当 であ る 。

○ 在胎週数 31 週 と 32 週は並列で提案 されてお り 、 ど ち ら も適当 と の案が 出

されてお り 、 理論的に は様々 な論拠が あ る 。 色々 なス テー ク ホルダーがい る の

で 、 最終的に ど う な る かは別に して 、 学問的 ･ 統計的な見地か ら は在胎週数

3 1 週の ほ う がベター と 考え る 。



< 出生体重>

○ 資料 ｢ (参考) 個別審査にお け る 出生体重ご と の審査結果の割合｣ の 1 , 6 00

g ~2 , ooo g で 6 件が個別審査基準に該当 してい ないが 、 理由 は何か。

○ 胎児心拍数モニ タ ー と ガス の片方のみ しか該当 し ないケース が 2 件 、 低酸

素の所見が見 られないケース が 4 件であ る 。

( 2 ) 個別審査の基準

○ 常位胎盤早期剥離の事例について も 、 どの程度剥離 した ら 、 当該疾患 と な

る の か、 は っ き り し てい ない点が あ り 、 個別審査基準の改定案の (二) の疾

患名 の ｢等 ｣ が必要 と 考えてい る 。 胎児発育遅延については、 個別の事例の

低酸素の状況を見なが ら 、 個別審査基準の改定案の (二) の疾患名 の 『等 ｣

に含まれる か判断する こ と にな る と 考え る 。

○ 胎児心拍数モニ タ ーの判読は 、 基本的に は産科ガイ ド ラ イ ンに従 う も の と

考えてい る 。

○ 個別審査基準の改定案の (二 ) の疾患名 に ｢双胎間輸血症候群｣ が新たに

入っ てい る こ と は 、 双胎の場合の問題で、 かつ低酸素状況が分娩に近い と こ

ろ にあっ た例を対象に し よ う と い う 考え方に も と づき 対応 した も のであ る 。

○ 個別審査基準の在胎週数の見直 しについて 、 医学的に明確な線引 き を行 う

こ と は難 しい。 在胎週数 2 6 週は未熟性に よ る 割合が ( 100 人/1 , 000 人) で

あ り 、 線が引 け る かも しれない。

○ 審査委員会のおいては 、 個別審査基準の改定案の見直 し を依頼 した。 個別

審査基準の在胎週数の見直 しについて は 、 議論の対象 と してお らず、 今後 、

審査委員会において議論いただ く も のの 、 将来的な見直 しの課題 と したい。

( 3 ) 補償申請期間

→ ｢ 2 ) 補償申請期間 ｣ に記載

【支払方式につ いて 】

○ 有期年金払方式が良いのではないか。 補償金は児の家族を経済的に支援す

る も のであ る 。 紛争防止 と い う 観点か ら 、 児の死亡後 は 、 残 っ た家族へ見舞

い金 と い う 形で 、 残額の半分を支払 う 方法はいかがか。

○ 現行の支払方式で不都合ない と 思 う 。 児 の死亡後は介護にかかる負担は不

要 と な る が 、 精神的ダメ ー ジに対する補償は必要であ る 。 医薬品副作用被害

救済制度では死亡給付が あ る が 、 本制度で こ の よ う な制度設計がないため 、

新たな制度設計が必要 と な り 、 今回の見直 しの範囲 を超え る のではないか。



○ 死亡後の残額一括払は 、 児の虐待等を危惧する観点か ら 同意でき なかっ た

が 、 死亡後の分割払は紛争防止の意味か ら も続け る べき であ り 、 現行 どお り

でいい と 思 う 。

○ 制度開始か ら 5 年 しか経過 していないた め予想でき ない こ と も 多いが 、

3 , 000 万円 を一時金 と して先払いする ほ う が 、 一番不公平感が ないのではない

か。 今後の検討課題 と して ほ しい。

○ 補償対象者数が予想外に伸びて補償原資が足 り な く な る な ど 、 今後新たな

‐ 課題が発生 した際に 、 再度支払方式について検討 したい。
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2 ) 補償申請期間につ いて

a . 前回運営委員会 (平成 25 年 1 1 月 1 3 日 開催 ) の主な意見

【案 1 (極め て重症で診断が可能な場合は生後 3 ヶ 月 か ら 申請可能 と す る ) を支

持す る 主な ご意見】

○ 補償 申請期間 を 3 ヶ 月 に変更 した場合も 、 補償申請が な さ れる件数がそれ

ほ ど増加する こ と はな く 、 診断医や診療現場の混乱を招 く こ と はないのでは

ないか。

○ 紛争防止や再発防止の観点か ら 、 早期に診断が可能な児については 、 補償

申請を可能 と する べき ではないか。

○ 準備委員会報告書においては 、 6 ヶ 月 で診断が可能な ので補償 申請期間 を

6 ヶ 月 と 決定 した経緯にあ り 、 医学的調査専門委員会におけ る ア ンケー ト に

おいて 20 名 の診断医が 3 ヶ 月 で診断が可能 と してい る のであれば、 補償申請

期間 を 3 ヶ 月 に変更すべき ではないか。

【案 2 (補償申請期間の見直 し を行わ な い ) を 支持す る 主な ご意見】

○ 重度脳性麻痺児の状態が 同 じであ っ て も 、 早期 に診断する 医師 と 診断 しな

い医師がい る よ う で あれば、 早期 に診断す る 医師に負担が偏 る な ど 、 診療現

場の混乱を招 く のではないか。

○ 補償 申請期間が 6 ヶ 月 であ る こ と に大き な問題が ない よ う であれば、 制度

の安定性を考えて 、 現行 どお り で よ いのではないか。

○ 補償申請期間の 6 ヶ 月 は極めて重症な場合の例外規定であ り 、 相 当 の根拠

が なければそれを 3 ヶ 月 に変更するべき ではないのではないか。

【 そ の他の ご意見1

○ 診断時期 を 3 ヶ 月 に変更す る と い う こ と は 、 児の運動障害を判断する ので

はな く 、 頭部画像所見等か ら将来、 歩行が不可能であ る 重度脳性麻痺 と な る

こ と を予測でき る脳障害が発生 してい る こ と を判断する こ と に な る 。

○ 重度脳性麻痺児の状態が 同 じ場合、 ほぼ全て の診断医の診断が可能な時期

が 6 ヶ 月 であ り 、 診断が可能な医師 と 不可能な医師が分かれる のが 3 ヶ 月 位

であ る 。

○ 補償 申請期間 を 3 ヶ 月 と した場合、 脳性麻痺 と な る脳障害 を診断する と い

う こ と であ る が 、 脳性麻痺を診断する と すれば どの よ う な基準が必要か検討

すべき であ る 。

○ 補償申請期間 を変更する こ と は 、 最終的 には 、 死亡 した児に対 して補償す

る か、 原因分析を行 う か と いっ た問題であ る 。 死亡 した児は診断時期 を どの



時期で区分 して も 問題が あ り 、 そ の よ う な事例の補償や原因分析を ど う す る

かは 、 今後の重要な課題 と して整理すべき ではないか。

○ 補償申請期間 を 6 ヶ 月 と 決めた経緯お よび根拠 と 、 補償申請期間 を 3 ヶ 月

に変更する こ と が検討課題 と なっ た経緯が どの よ う であっ たか 、 確認 してか

ら議論すべき ではないか。

○ 医学的調査専門委員会において は 、 生後 6 ヶ 月 時点の診断書を作成 した診

断医 20 名 強に確認 してい る が 、 400 名 強の診断協力 医が どの よ う に考えてい

る か確認する必要が あ る の ではないか。

b . 前回運営委員会の主な意見 を踏ま えた確認結果

○ 現行の補償申請期間は 、 制度創設時に 、 産科医療補償制度調査専門委員会に

おけ る検討結果を踏ま え 、 産科医療補償制度運営組織準備委員会において議論

さ れ決定 された経緯に あ る 。 ま た 、 補償申請期 間の見直 しの検討を行 う こ と に

ついて は 、 医学的調査専門委員会において議論を行っ た経緯に あ る 。 経緯の詳

細は 、 匪國円の と お り であ る o

匪國司 補償申請期間の設定に関する経緯

○ よ り 早期の脳性麻痺の診断の可否、 お よ び診療現場への影響等 も含め た 申請

期間の早期化の是非等について 、 よ り 広 く 確認を行 う ため 、 審査実務を担 う 審

査委員会の委員お よび診断協力医 412 名 へのア ンケー ト調査を行っ た。

o 審査委員会の委員の見解は匪国司、 ア ンケー ト調査の集計結果は恆国司の と
お り であ る 。

誣回
圓回

2 産科医療補償制度におけ る補償 申請期間 について

3 重度脳性麻痺の診断時期等に関する ア ンケー ト 調査

C . 見直 し 内容 (案 )

l < 案 1 > l
【 見直 し内容 】

補償申請期間は、 児の生後 1 歳か ら 5 歳の誕生 日 ま で。 ただ し 、 極めて重症

で診断が可能な場合は生後 3 ヶ 月 か ら 申 請可能 と する 。
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【 見直 しの必要性 と根拠】

現行の補償 申請期間の始期で あ る生後 6 ヶ 月 は 、 . 重度脳性麻痺の診断が

可能 と な る 時期 についての専門家の見解を踏ま え設定 した も の であ り 、

よ り 早期 の診断が可能であれば、 児の看護 ･ 介護に係 る経済的負担の早

期軽減の観点 よ り 、 補償申請期間の始期 を変更する こ と が望ま しい。

･ 補償 申 請期間 の始期 を変更す る こ と に伴い 、 重度脳性麻痺児が生後 3 ヶ

月 か ら 5 ヶ 月 に死亡 した場合 も補償対象 と な り 、 そ の こ と に よ る紛争防

止 ･ 早期解決 と 、 原因分析 ･ 再発防止の効果が高ま る 可能性が あ る 。

i < 案 2 > -
【 内容 】

補償 申請期間 の見直 しは行わない。

【必要性 と 根拠】

･ 重度脳性麻痺の診断が可能 と は言え 、 そ の よ う な時期 に診断が可能な程

に重症度が高い場合、 未だ入院中で在宅介護等へ移行でき てい ない こ と

が多い と 見 られ 、 児の看護 ･ 介護に係 る経済的負担を速やかに軽減する

必要性は必ず し も 高 く ない と 考え られる 。

生後 3 ヶ 月 に診断が可能 と な る重度脳性麻痺事例において 、 生後 3 ヶ 月

か ら 生後 5 ヶ 月 に どの程度死亡例が あ り 、 ど の程度紛争化す る かを示す

データ が存在 しない こ と か ら 、 今後 、 それ ら の状況を確認の上で実施の

是非を検討すべき と 考え られる 。

･ 仮に診断後 、 運動障害が顕在化する以前に死亡 した場合、 脳性麻痺の定

義に合致 しない こ と も想定 され、 生後 1 ヶ 月 や 2 ヶ 月 等で死亡 した脳障

害の例 と の整合性が取れない可能性が あ る b

o 補償申請期間 を変更する こ と について は、

①案 1 お よ び案 2 について 、 委員 よ り それぞれご意見をいただいてい る こ と

②審査委員会委員に確認の結果、 慎重な意見が多い こ と

③診断協力医へのア ンケー ト 調査において も 、 ｢必要であ る ｣ お よ び 『必要でな

い｣ の意見が二分 してい る こ と

を踏ま え 、 以下の よ う な事務局案 と したい。

- < 事務局案> -
診断協力 医への ア ンケー ト の結果で も 、 医学的調査専門委員会での調査結果

と 同様、 3 ヶ 月 で診断する場合は 、 基本的に動作 ･ 姿勢を確認でき る 時期の前

にお け る診断 と な る た め 、 早期診断専用 の専門的な検査項 目 や診断基準を設け

る必要が あ る こ と が明確にな っ てい る 。
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3 ヶ 月 での診断の導入に関 して は 、 これ ら に係 る 医学的な検討に加 えて 、 そ

の必要性について の総合的な判断も必要 と な る 。

ま た 、 児が早期 に死亡 した場合の取扱いについて どの よ う るこ考 え る か と い っ

た点について も 、 議論を深め る必要が あ る 。

よ っ て 、 本課題については ま り 慎重に対応す る ため 、 現時点では現行の基準

と し 、 今後 、 診断に係 る -情報収集に努め 、 状況を精査する こ と と し 、 重要な課

題 と して整理する 。



3 ) 産科医療補償制度 見直 uこ係る最終報告書 (案) につ いて

○ 産科医療補償制度の見直 しに 向 けた検討に際 しては 、 補償対象者数の推計値

等のデータ の収集 ･ 分析を待たず と も議論が可能な 、 原因分析の あ り 方 、 調整

の あ り 方、 紛争の防止 ･ 早期解決に向 けた取組み等について先行 して議論を行

い 、 その結果を 、 見直 しに係 る第一段階の報告書であ る ｢産科医療補償制度 見

直 しに係 る 中 間報告書｣ と して本年 6 月 に取 り ま と めた と こ ろ 。

○ その後 、 本年 7 月 に ｢産科医療補償制度医学的調査専門委員会｣ か ら報告 さ

れた補償対象者数の推計値等のデー タ の収集 ･ 分析の結果等を踏ま え 、 補償対

象 と な る脳性麻痺の基準 、 補償水準、 剰余金の使途等について議論を行っ て き

た。

○ これま での議論を踏ま え 、 見直 しに係 る 第二段階の報告書の葉 と して 、 ｢産科

医療補償制度 見直 しに係 る最終報告書 (案) ｣ を整理 した。

匝國回 産科医療補償制度 見直 しに係 る最終報告書 (案)

○ 本 日 の議論の結果を踏ま え 、 社会保障審議会医療保険部会に報告 し 、 同部会

において議論が行われる 。

Q
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4 ) 産科医療補償制度の見直 uご係る検討結果の取 り ま と め (案 )

につ いて

○ 補償対象 と な る脳性麻痺の基準、 補償水準 ･ 支払方式、 剰余金お よび掛金の

取扱いな ど るこついての運営委員会におけ る議論 を踏ま え 、 制度見直 しに係 る検

討結果を恆國司の と お り 整理 したo

恆國國 産科医療補償制度の見直 しに係 る検討結果の取 り ま と め (案)

○ 今後 、 事務局にて必要な整理を行い 、 社会保障審議会医療保険部会に報告 し 、

同部会において議論が行われる 。
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5 ) 補償申請に係る状況について

( 1 ) 補償申請等の状況につ いて

①報告件数 (補償申請書類の請求件数)

○ 以下の と お り 、 報告件数は 、 3 月 以降 、 昨年に比 して大幅に増加 してい る 。

特に 9 月 ま での 3 ヶ 月 間 は急速に増加 していたが 、 1 0 月 以降についてはやや

落ち着いて き た状況であ る 。

(平成 25 年 1 1 月 2 5 日 現在)

3 1 24 36 43 68 46 5 3 72 95 90 64 平成 24 年

全体 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 平均 :

平均 : 月 5 6 . 6 件 ( 1 月 ~ 11 月 ) 月 23 . 3 件

内 5 4 12 10 1 6 1 5 19 2 5 3 6 3 3 20 平成 24 年

平成 2 1 年 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 平均 :

生まれ 平均 ; 月 17 . 6 件 ( 1 月 ~ 11 月 ) 月 4 , 2 件

②申請件数 (補償申請の受付件数)

○ 補償 申請書類を請求 してか ら 、 運営組織に補償申請書類が提出 される ま でに

は平均 5 . 8 ヶ 月 を要 してい る こ と か ら 、 補償 申請を受 け付け る ま でには時間差

が あ る が 、 7 月 以降 、 増加傾向 を示 してい る 。

(平成 25 年 1 1 月 2 5 日 現在)

17 23 17 20 23 22 3 7 34 3 5 32 36 平成 24 年

全体 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 平均

平均 ; 月 26 . 9 件 ( 1 月 ~ 1 1 月 ) 月 17 . 0 件

内 2 5 5 2 6 3 6 10 1 2 1 4 10 平成 24 年

平成 2 1 年 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 平均 :

生まれ 平均 : 月 6 . 8 件 ( 1 月 ~ 1 1 月 ) 月 3 . 0 件

③対象件数 (補償対象者数)

○ 上述の と お り 、 申請件数が徐々 に増加 してい る こ と か ら 、 これに比例 して補

償対象者数 も 9 月 以降増加傾向 を示 してい る 。
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13 1 0 13 16 24 23 22 7 48 32 - 平成 24 年

全体 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 平均 ;

平均 : 月 20 . 8 件 ( 1 月 ~ 10 月 ) 月 1 4 . 4 件

内 0 0 4 6 2 6 3 3 4 10 - 平成 24 年

平成 2 1 年 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件 平均 :

生まれ 平均 : 月 3 , 8 件 ( 1 月 ~ 10 月 ) 月 24 件

極回 補償申請等の状況&こっぃて

( 2 ) 今後の補償申請等の見込み等につ いて

○ 平成 21 年出生児に関 し 、 これま でに補償対象 と なっ た件数お よび申請準備

中等の件数について 、 1 1 月 25 日 現在の状況は以下の と お り であ る 。

【平成 21 年出生児に係 る平成 25 年 11 月 25 日 現在の状況】

補償対象者の確定件数 225 件

審査中の件数 (※ 1 ) 3 3 件

申請準備 中の件数 (※ 2 ) 1 8 3 件

保護者か ら のア ンケー ト に よ る 申請予定件数 (※ 3) 4 件

合計 (参考) 445 件

225 件補償対象者の確定件数

※ 1 児ま た は保護者か ら運営組織に 申請が行われ補償可否の審査を行っ てい る と こ ろ で

あ り 、 今後補償対象 と なる 可能性が あ る件数

※ 2 保護者や分娩機関において脳性麻痺に係 る診断書等の 申請に必要な書類を準備 して

い る と こ ろ であ り 、 今後補償申請が行われる見込みの あ る 件数、 お よび一旦補償申請

が行われた も のの 、 その時点では将来の障害程度の予測が難 しいため 、 適切な時期 に

再度診断を行 う こ と で補償対象 と な る 可能性が あ る件数

※ 3 8 月 よ り 肢体不 自 由児施設等の入所 ･ 適所施設 を通 じ 、 平成 2 1 年出生児の保護者を

中心に個別に補償申請を促す取組みを実施 してお り 、 確実に補償申請が行われる よ う 、

ア ンケー ト 方式 (任意) にて制度への 申請状況を保護者よ り 提出 していただいてい る 。

こ れま でに提出 さ れたア ンケー ト の 中で これか ら 申請予定 と 回答 さ れた 27 件の 内 、

既に補償申請書類の請求が行われた 23 件 を除いた件数。

○ ま た 、 平成 2 1 年出生児に関 し 、 これま でに補償対象 と なっ た件数お よび申

請準備中等の件数について 、 誕生月 毎の状況は以下の と お り であ る 。
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【 平成 2 1 年 出生児の誕生月 毎の件数 】 (平成 25 年 1 1 月 25 日 現在)
諒さ“ 態訃“犠匙蔦毯ハさすさ ごは 繁華で繋キ メこ ご褶舟三 三あれ応 対孫鰯靴 疼きも癖や 報続報軸. 霧髪蟄群 発者繋を\ 量艶幽霊霜 誇縞"当為 判寳ねる巽誕 ゑ繰き絲縦 蚤製謎髻

19 16 16 21 23 18 22 16 22 残 20 め

3 2 4 4 2 4 1 3 5 0 3 2

16 L1 l9 12 1 2 16 24 峻 17 18 12 14

0 0 0 0 1 0 0 2 0 1 0 0

○ 報告件数 (補償申請書類の請求件数) は収束 し 、 これま での よ う な前月 を

上回 る 増加はない と 仮定 した場合 、 今後の補償申請等の見込みイ メ ージは 、

誣回の と ぉ り でぁ る o

見込み 1 : 1 1 月 は 1 1/2 5 現在十 α (比例) 、 12 月 は横ばい。

年明 け以降は毎月 1/ 12 ずつ減少。

見込み 2 : 1 1 月 は 1 1/25 現在十 α (比例 ) 、 12 月 は今年 1 1 ヶ 月 間の平均値。

年明 け以降は毎月 1/12 ずつ減少。

堕襄司 今後の補償申請等の見込みについて 【参考イ メ ージ 】

( 3 ) 補償申請の促進に関す る取組みにつ いて

○ 平成 2 1 年 1 月 生まれの児については 、 補償 申請期限まであ と 約 1 ヶ 月 と な

る こ と か ら 、 1 1 月 か ら 1 2 月 上旬かけて 、 あ ら ためて加入分娩機関 、 関係団体、

福祉施設 、 行政等の協力 の も と 各種取組みを実施 してい る 。

【 医療関係者等に補償対象の考え方等を正 し く 理解 し て も ら う ための取組み】

12 月 上旬 申請漏れ防止に向 けた会長名 レタ ーを会員 (約 12 , 000 名 ) 参考資料 1

に送付予定。

1 1 月 1 日 機関誌 ｢助産師 1 1 月 号｣ に 、 『補償対象 と な っ た参考事例｣ 参考資料 2

が掲載 された。
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12 月 上旬 申請漏れ防止に向 けた会長名 レタ ーを会員 (約 9, 400 名 ) 参考資料 3

に送付予定。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

参考資料 412 月 上旬 8 月 に作成 した ｢補償対象 と な っ た参考事例｣ の追補版 と

して 、 新たに ｢重症度に関する参考事例｣ を作成 し 、 加入

分娩機関に送付予定。

田園性麻痺児の保護者に本制度を認知 し て も ら う ための取組み】

1 1 月 下旬~ 全国肢体不 自 由児施設運営協議会 (59 施設) 、 日 本重症心 参考資料 5

1 2 月 上旬 身障害福祉協会 ( 1 24 施設) 、 国立病院機構重症心身障害

協議会 (74 施設) 、 新生児医療連絡会 (28 1 施設) 、 全国

児童発達支援協議会 ( 398 施設) の会員施設 (合計 1, 06 4

施設) に再度依頼文を発送 し 、 期限が迫る 中 、 今一度 、 平

成 2 1 年生まれの月商性麻痺児の保護者へ制度について案内

いただ く よ う 依頼 してい る 。

1 1 月 1 3 日 読売新聞に保高委員の編集委員記事 と して本制度の補償 参考資料 6

申請期限等について掲載いただいた。

1 1 月 1 8 日 8 月 に続き 2 回 目 と な る補償申請期限に関する広告を全国 参考資料 7

~ 1 1 月 2 6 日 紙 5 紙、 ブ ロ ッ ク 紙 3 紙、 地方紙 8 紙に掲載 した。

1 2 月 1 6 日 以下の番組において 、 申請期限に関す る CMを放送予定。

1 2 月 1 7 日 1 2 / 1 6 主治医が見つかる診療所 (テ レ ビ東京系)

12/ 17 みんなの家庭の 医学 (テ レ ビ朝 日 系 )

1 2 月 2 日 ~ ニ ッ ポン放送 (全国 33 局ネ ッ ト ) にて 、 平 日 の夕方に毎

1 2 月 3 1 日 日 1 回 、 申請期限に関する CMを放送予定。

1 1 月 1 日 リ ス テ ィ ング広告を開始。 参考資料 8

ヤ フー 、 グー グルの検索サイ ト において 、 ｢脳性麻痺｣ 等

のキー ワー ドで検索する と 、 本制度の ホームページア ド レ

ス が広告欄に掲載 される 。
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1 2 月 上旬 償申請期限、 フ リ ーダイ ヤル等 を紹介する スマー ト フ オ

用 のサイ ト を作成予定。

1 1 月 1 1 日 会 ･ 援護局 障害保健福祉部の ｢障害保健福祉関係主管

長会議皮とおいて 、 各都道府県等の障害保健福祉主管課

職員に 、 各市区町村の障害者手帳の窓 口等を通 じた本制

の補償申請期限等の周知について 、 あ ら ためて徹底いた

いた。

12 月 上旬 会 ･ 援護局 障害保健福祉部の ｢身体障害認定等に係 る

当者会議=こおいて 、 各都道府県等の身体障害者手帳の

当者に 、 窓 口 を通 じた本制度の補償申請期限等の周知に

いて 、 あ ら た めて協力 を依頼する予定。

○ なお 、 補償申請の促進に関 し 、 こ れま でに取組んだ内容に関 して は 、

恆饗吋の と お り であ る o

匪履到 補償 申請の促進こ係 る こ れま での取組みについて
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○ 読売新聞 保高委員掲載記事 … ･ l参考資料 6 l

o 補償申請期限に関する新聞広告 … を参考資料 7 I

0 イ ンタ ーネ ッ ト リ ステ ィ ング広告 … ･ 惨考資料 8 I
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補償 申請期間の設定 に関す る経緯

○ 制度創設時の重度脳性麻痺の診断時期 に関す る産科医療補償制度調査専門

委員会 お よ び産科医療補償制度準備委員会の検討経緯は以下の と お り 。

l産科医療補償制度設計ご係 る 医学的調査報告書 (平成 1 9 年 8 月 ) (抜粋) l

( 2 ) 診断の時期

身体障害者等級の う ち 、 1 , 2 級に相 当する重度の脳性麻痺児であれば、 概ね 1 歳 6

ヶ 月 頃までには小児神経学の専門家に よ る診断が可能にな る と 考え る 。

ま た 、 症状は年齢に よ って変化 してい く こ と も あ る ので 、 重症度の診断については留

意が必要であ る 。

"第 5 回産科医療補償制度調査専門委員会 (平成 1 9 年 = 月 1 6 日 開催) (要約 ) ｣

○ 調査専門委員会および調査者か ら 、 特に重症であ る症例については早期診断が可能

と の見解を得た。 ま た 、 診断時期については 5 週以降、 3 ヶ 月 以降、 6 ヶ 月 以降な ど

の意見を得た。

隣 1 0 回産科医療補償制度準備委員会 (平成 1 9 年 1 1 月 2 8 日 開催) (資料抜粋川

2 ) 診断の時期等につ いて

○ 確実に診断を行 う ためには 、 基本的に生後 1 年以降 と す る こ と が望ま しい。 ただ し 、

全 く 寝た き り であ る よ う な重症の場合は生後 6 ヶ 月 以降で診断は可能であ る た め 、

生後 6 ヶ 月 以降 1 年未満については複数の小児神経の専門医に よ る 等、 一定の診断

要件を踏ま えて判断する こ と が望ま しい。

陸科医療補償制度準備委員会報告書 (平成 2 0 年 1 月 2 3 日 ) (抜粋) l

申請の開始時期については 、 原則 と して脳性麻痺の確実な診断が行われる生後 1 年以

降 と する 。

ただ し 、 極めて重症の場合は 、 生後 6 か月 で診断が可能 と な る場合が あ る ため 、 一定

の要件 、 例えば複数の脳性麻痺に関す る 医学的専門知識を有する小児科医に よ る診断等

を満たす場合には 、 生後 6 か月 以降において も 申請可能 と す る 。

一方、 正確な診断を行 う た め に 、 生後 3 年程度まで経過を見なければ診断でき ない場

合 も あ る 。
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○ 本制度の見直 uこ か か る 産科医療補償制度医学的調査専門委員会 に お け る

検討経緯は以下 の と お り 。

l産科医療補償制度医学的調査専門委員会報告書 (平成 2 5 年 7 月 ) (抜粋) 1

< 今回の検討>

ア ンケー ト 調査結果か ら 、 医学的には 6 ケ 月 未満での早期診断は可能 と 考え られ る 。

早期診断の時期 と して は生後 3 ヶ 月 が 目 安 と 考 え られる 。 生後 1 ヶ 月 での診断も 可能 と

す る 見解も あ る が 、 早産児の診断におけ る修正月 齢の考慮等 と の関連では 、 一般的な基

準 と す る には無理が あ る 。

生後 6 ヶ 月 未満での早期診断を取 り 入れる場合には 、 今回 のア ンケー ト 調査結果等を

参考 と して 、 具体的 にその必要条件を定め る な どl真重に検討を進め る必要が あ る 。

早期診断に よ り 生後 6 ヶ 月 未満での補償対象を認め る場合は 、 補償期間 中 に児が死亡

す る事例の増加につなが る ので 、 そ の こ と に よ る本制度 と の 関係の整理 も含めた検討が

望まれる 。
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産科医療補償制度 運営委員会

委員長 小林 廉毅 殿

産科医療補償制度におけ る補償 申請期間 について

平成 25 年 11 月 27 日

産科医療補償制度 審査委員会

委員長 戸苅 創

産科医療補償制度運営委員会か ら の依頼に も と づき 、 審査委員会において 、

補償申請期間 について委員の意見を と り ま と めま したので、 報告 します。

1 . 3 ヶ 月 で重度脳性麻痺の診断書の作成が可能か ど う かについて

･ 一部の極めて重度の障害であ る場合は可能であ る が 、 それ以外は不可能で

あ る と の意見であっ た。

2 . 3 ヶ 月 で判断する こ と が可能な場合の必要な検査項 目 等について

･ 可能であ る 場合については、 修正月 齢 3 ヶ 月 であ る こ と 、 出生時の状況、

臨床経過 、 病歴や頭部画像所見で脳性麻痺であ る こ と が確認でき る こ と 、

除外基準に よ る診断も可能であ る こ と 等の要件が不可欠 と の意見で あ っ た 。

ま た 、 こ の時期 の児の運動ス キルはあま り ないので 、 重症度の判断に は専

門的知識を要する と の意見があっ た。

3 . ｢生後 3 ヶ 月 以降｣ に変更 した場合のメ リ ッ ト と デメ リ ッ ト

･ メ リ ッ ト と しては 、 3 ヶ 月 以降 6 ヶ 月 ま での死亡例を対象 とする こ と で公平

性の観点で改善でき る こ と や補償金の支払が早ま る こ と 等の意見が あ っ た 。

･ デ メ リ ッ ト と して は 、 ま ず上記 2 . の と お り 診断が難 しい こ と か ら診断医

の負担が増加する こ と 、 児が重度の脳性麻痺であ る こ と を早期 に保護者に

宣告す る こ と にな る こ と か ら 慎重であ るべき と の意見や、 一部の最 も重症

であ る事例の ほかは補償対象外 (再 申 請可能) と な る こ と か ら 再度 申請を

しな ければな らず保護者の手数も増 え る と の意見等があ っ た 。

以上、 審査委員会の委員の意見は 、 補償申請期間 を生後 3 ヶ 月 以降にする こ

と には慎重な意見が多かっ た。

以上
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1 ー 補償申請期間の見直uこついての審査委員会委員の主なご意見 =

項 目 主なご意見

1 . 3ヶ月 で本制
度の重度脳性
麻痺の診断書
の作成が可能

か

○一部の重症例では可能である 。

0基本的に 、 痒滋 ｣ ÷言 と判別できる最初の徴候が出るのが 、 6カ 月 なので、 中 等症
から軽症例は無理と思うが、 重症例であれば、 可能かもしれない 。 その場合 、 頭部
画像の添付は必須と思う 。 また 、 これはあくまでも修正 月 齢 (予定 日 から計算) の場
合であるが 、 特に個別審査のお子さんは 、 やは り 出生から 6カ 月 程度経過した後と
いう ことに 、 結局はなってしまうと思う 。

○極めて重度であ り 、 かつ 、 経過と状態および頭部画像所見から 、 出産時の低酸
素症によると明 らかに考えられる児については可能と考える 。 具体的には 、 自 発運
動がほとんどな い 、 人工呼吸器治療を必要とする 、 嚥下障害が強く経管栄養を必
要とする 、 出産時の低酸素症が明らかである 、 頭部画像所見で重度な多嚢胞性脳
軟化症の所見が明らかである 、 などの状態や所見が全て揃っていれば可能であ
る 。 しかしそれ以外では 、 不可能と考える 。 不可能であるこ との基本的な理由 は 、
極めて重度であるケース以外は 、 6ヶ月 未満の月 齢では 、 最終的な重症度の判断
が不可能である こ とである 。
また 、 筋疾患でも 、 乳児早期には 、 自 発運動がほとんどなく人工呼吸器治療や経
管栄養を 要するケースがあるので、 状態が上記のようなきわめて重度であっても 、
頭部画像所見が上記の明瞭な所見があることが必須と考える 。

0 重症例では可能であるが、 現在何度か検討の末に承認とさせている例などは 、
仮に 、 蓋然性の理論を展開しても診断は不可能と考える 。 つま り 、 軽症例をこの時
点で否定することが困難となり 、 重症例以外のほとんど全てを丙富杏対象とせざる
を得ないと思う 。 となると 、 3ヶ月 早く承認することよ り も 、 3ヶ月 か ら6ヶ月 の時点で亡
くなる≠ 概 説ロ フ こ とが 目 的 となるように思う 。

0 これまでに診断をした医師へのアンケートでは 、 重症例については可能であると
の意見が多かったこ とも踏まえて 、 可能であると思う 。 なお 、 脳性麻痺の診断で、 最
重症の脳障害が あ り 堆将来重度の脳性麻痺となることが確実 であス ｣ “ 期 された場
合ということになる 。 その場合に 、 修正月 齢で3か月 であること 、 病歴や頭部画像所
見などで脳性麻痺であることが確認されると同時に除外診断についても判断が可
能な場合 、 臨床的にも人工呼吸器ある いは気管切開 ･ 紐管栄養が必要である等最
も重症であることが必須の条件であると思う 。

2 . 3ヶ月 で判断
することが可能
な場合 、 必要な
検査項 目 は同
か

0出生時の状況 、 臨床経過 、 症状 、 頭部画像所見。

0重症度を判別する側からする と 、 この 時期のお子さんに可能になっている運動
スキルは ないので 、 運動障害の判断は微妙な部分を診断することか ら専門的知
識を要する 。 また 、 映像で運動パターンを見る以外に 、 判断材料が無いので動
画 ･ ビデオを必ずつ けていただく ということになる と思う 。

0恐ら く重症例はon res p i rato rで寝たき り 状態かと思う 。 問題はそれ以外の軽症
事例で 、 まだ脳性麻痺の症状が出ていない事例が多いので、 スチールあるいは
動画からの判断は簡単ではないと思う 。
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3 . 本制度の補
償申請が可能
な時期を現行の
｢生後6ヶ月 以

隆 ｣ か ら ｢生後
3ヶ 月 以降 ｣ に変

重した場合 、 そ
の こ とについて

のメリ ッ ト ･ デメ
リ ッ トについて

【メ リ ット 1
0 3‐ 6カ 月 の間の死亡例に対する給付が可能になる 。

0これまでの審査例でも 、 6か月 までに死亡した児は呼吸不全などを伴う最重症例
であると思われ 、 やは り ネ副賞対象ではないことには公平性の点で問題が指摘され
てお り 、 それが改善できると思う 。

0対象拡大というイメージが出ること 、 3ヶ 月 以降6ヶ 月 までの死亡例が対象に出来
ること 、 6ヶ月 以降も生存される事例はその分補償金が早く支払われるということ 。

0 出産時の低酸素症による重度脳性麻痺であることが明 白であ り 、 本来は補償の
対象となるべきお子さんであっても 、 6ヶ月 以前に死亡した場合に 、 補償が受けられ
ないのは 、 この制度での補償金が、 育児へのサポートという ｢保障｣ だけではなく 、
｢補償｣ という意味を大きく持っていることから考えて 、 不合理である 。

0原因分析の観点からも 、 このようなケースも対象とされることが必要である 。

0早期から救える対象が増すこ と 、 また産科医の過失が問われるこ とが減ること。

【デメリ ッ ト 】
M =哺 ! こなる可能性のある脳の障害をMRIなどで診断し0 ｢ 3ヶ月 では将婁 重 富囃 , .

ているものである ｣ とされている ところから 、 脳性麻痺が発症していないのに補償対
象とするのは問題がある 。

○月 齢3からにすることによって 、 児が死亡したあと保証金が家族に支払われる
ケースが増えることになる 。 この場合支払われる金員の性格は児や家族の経済的
負担を補填するという性格を離れて 、 家族への慰謝料的な性格を持つことになる 。
これは本制度の無過失補償の性格から逸脱するもの となる 。

0診断医の負担が増える 。

0 申請がさらに煩雑になるのと 、 一定の数の症例が 、 対象外 ･ 再審査可能の対象
になると思う 。

0 ｢ お子さんが重度の脳性麻痺である ｣可能性を早期に宣告するこ とは 、 御両親の
気持ちを考慮して 、 慎重であるべきである 。 補償申請のために診断するというこ と
は 、 ｢重い脳性麻痺となる ｣ ことを 、 宣告することと同 じである 。 診断の難しさの問題
の他に 、 このような基本的な意味から問題があ り 、 3 ~ 6ヶ 月 での診断は 、 一般的に
は妥当でないと考える 。
また 、 身障手帳診断指定医 、 小児神経科専門医が 、 その地域に少数しかいない場
合もあ り 、 診断書作成を誰がどこで行うかという問題も 、 乳児早期である ほど大きく
なる 。 まだ入院中であるお子さんで 、 そ の ,州死に診断書作成資格のある医師がい
ない場合 、 診断書作成資格のある医師がわざわざその病院に出 向かなければいけ
ないという可能性も考えられる 。

0仮に生後3ヶ月 以降となった場合でも極めて限定的な場合への 、 例外的な扱い
とすべきである と考える 。

0審査上 、 重症例のみすぐに承認出来ても 、 それ以外は再審査になることから 、
保護者の手続き上の負担も増え 、 制度の審査システム全体としてもその作業はか
な り増えることとなる 。

0運用の仕方によっては軽症の者の 申請の判断はできないので 、 再申請対象が
増す可能性があること 。



重度脳性麻痺の診断時期 に関す る ア ン ケー ト 調査

○ ｢重度脳性麻痺の診断時期 ｣ を ｢生後 6 ヶ 月 以降｣ か ら ｢生後 3 ヶ 月 以降｣

に変更す る こ と が ｢可能か否か ｣ お よ び ｢必要か否か ｣ に つ い て 、 産科医療

補償制度の診断協力医の う ち機構に て メ ール ア ド レ ス を把握 し て い る 方に 、

メ ール に よ る ア ン ケー ト 調査 を お こ な っ た 。 調査結果は以下の と お り 。

調査対象 機構に て メ ールア ド レ ス を把握 し て い る 診断協力医 4 1 2 名

回答があ っ た方 1 2 4 名 (調査対象の 30% )

調査期間 20 1 3 年 1 1 月 1 5 日 ~ 2 5 日

質問 1 . 仮 に 、 本制度の補償申請が可能な時期 を ｢生後 3 ヶ 月 以降 J と し た場

合、 重度脳性麻痺 と な る 脳障害 と 診断 し本制度の診断書の作成は可能で し ょ

う か 。

1 . 可能で あ る 8 0 名/ 1 2 4 名 ( 6 5% )

2 . 可能でな い 4 1 名/ 1 2 4 名 ( 3 3% )

【可能で な い場合の主な理由 】 (理由 を記載 し た方は 40 名 、 件数は重複有 り )

･ 診断時期 を早め て不確定な診断 を行 う よ り 、 6 ヶ 月 以降の診断が望 ま し い 。

( 2 3 件)

. 一般の染色体検査以外の精査等に は十分な期間があ る と は言 え な い (4 件)

･ 早産児等の未熟性があ る 児 に つ いて は 、 診断が困難 と 考え る 。 ( 3 件 )

※ な お 、 一般的 に は可能で はな いが、 最重症等は 3 か月 で も診断で き る と

の記載が 1 8 件あ っ た 。

質問 2 . 質問 1 の ｢可能で あ る ｣ と ご回答の場合に 、 ご判断 に必要な検査項 目

等は何ですか。

検査項 目 回答数 (割合)

妊娠 ･ 分娩経過、 新生児期 の治療経過 7 9 名/80 名 ( 9 9% )

意識 レ ベル ･ 刺激への反応 74 名/8 0 名 ( 9 3% )

自 発運動の様子 7 5 名/80 名 ( 9 4% )

筋緊張異常 7 3 名/80 名 ( 9 1 % )

呼吸状態 60 名/8 0 名 ( 7 5% )

嚥下障害 ･ 経管栄養 6 9 名/80 名 ( 8 6% )

頭部画像所見 78 名/8 0 名 ( 9 8% )

そ の他の項 目 脳波や ABR 検査な ど

回答数 (割合)

そ の他の項 目 脳波や ABR 検査な ど
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質問 3 . 本制度の補償申請が可能な時期 を ｢生後 6 ケ 月 以降｣ か ら ｢生後 3 ヶ

月 以降｣ に変更す る こ と に つ いて 、 必要か否か いずれか に○ 印 を入 力 し て く だ

さ い。

1 必要であ る 5 6 名/ 1 2 4 名 ( 4 5% )

【必要で あ る 主な理由 】 (理 由 を記載 し た方は 5 3 名 、 件数は重複有 り )

･ 在宅医療への移行の準備等に利用 で き る 。 ( 1 6 件 )

･ 3 ヶ 月 で診断が可能で あ る た め 、 待つ必要がな い 。 ( 1 4 件 )

･ 6 ヶ 月 未満 に死亡す る 重症仮死例等に補償が可能で あ る 。 ( 1 4 件)

2 . 必要ではな い 64 名/ 1 2 4 名 ( 5 2 % )

【必要で はな い主な理由 】 (理由 を記載 し た方は 60 名 、 件数は重複有 り )

･ 重症度な ど慎重な診断 を行 う 方がよ い ( 2 3 件 )

. 家族の障害受容や愛着形成 を育むため に は 、 3 ヶ 月 で は早す ぎる 。 ( 1 1 件 )

･ 6 ヶ 月 未満の児が死亡 し た問題は別で検討すればよ い。 ( 9 件 )

･ 3 ヶ 月 に診断時期 を早め る 理由 が分か ら な い 。 ( 7 件 )

. 3 ヶ 月 以前に重度脳性麻痺 と 診断 さ れる よ う な児であれば、 入院中 で あ る

可能性が高 く 、 負担はな い 。 ( 5 件)

. 診断が困難な症例が増え る と 、 診断医の 負担増の可能性があ る 。 ( 3 件)
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産科医療補償制度の制度見直 しの検討結果につ し 、て (案)

公益財団法人 日 本医療機能評価機構

1 . 産科医療補償制度運営委員会にお ける制度見直 しの検討経緯

○ 産科医療補償制度は 、 早期に創設する ため に限 られたデータ を も と に設計

さ れた こ と か ら 、 創設時にま と め られた ｢産科医療補償制度準備委員会報告

書｣ において 、 ｢遅 く と も 5 年後を 目 処に 、 本制度の 内容について検証 し 、 補

償対象者の範囲 、 補償水準、 保険料の変更 、 組織体制等について 、 適宜必要

な見直 し を行 う ｣ と さ れた。

○ こ の た め 、 産科医療補償制度運営委員会 (以下 、 ｢運営委員会｣ と い う )

において 、 平成 24 年 2 月 か ら制度見直 しに向 けた論議を開始 し 、 補償対象 と

な る脳性麻痺の基準 、 補償水準、 掛金の水準 、 剰余金の使途、 原因分析の あ

り 方 、 調整の あ り 方、 紛争の防止 ･ 早期解決に向 けた取組み等 を見直 いこ係

る検討課題 と して挙げた。

○ こ れ ら の検討課題の う ち 、 補償対象 と な る脳性麻痺の基準、 補償水準、 掛

金の水準 、 剰余金の使途等の検討に先立ち 、 小児神経科医 、 リ ハ ビ リ テーシ

ョ ン科医 、 産科医 、 新生児科医 、 疫学等の専門家か ら構成 さ れ る ｢産科医療

補償制度 医学的調査専門委員会｣ (以下 、 ｢ 医学的調査専門委員会｣ と い う )

を設置 し 、 補償対象者数の推計お よ び制度見直 しの検討に あた っ て必要な脳

性麻痺発症等に関す るデータ の収集 ･ 分析等を行い 、 そ の結果は平成 25 年 7

月 に ｢産科医療補償制度 医学的調査専門委員会報告書｣ と し て運営委員会

に報告 された。

○ こ の報告等に も と づ き 、 補償対象 と な る脳性麻痺の基準、 補償水準、 掛金

の水準等について運営委員会で議論 した結果を 、 以下の と お り 報告する 。

2 . 補償対象 と なる脂性麻痺の基準につ いて

( 1 ) 補償対象 と な る脳性麻痺の基準の見直 し

運営委員会において 、 制度創設時の経緯を踏ま え 、 制度の趣旨の範囲内で

現行の基準の見直 しの要否について検討を行っ た。 具体的には 、 創設以来約

5 年にわた る 制度運営の 中 で明 ら かに な っ た課題や医学的に不合理な点の

2 4



是正、 新た に得 ら れたデータ に も と づ く 適正化の観点で 、 見直す上で必要な

医学的根拠等を踏ま え 、 検討を行っ た。

検討の結果、 見直 しが必要 と 考え られる 事項についての検討結果の概要は 、

以下の と お り で あ る 。 (詳細は 、 ｢産科医療補償制度 見直 しに係 る最終報告

書｣ (回回) の と お り )

① 一般審査の基準

: <在胎週数の基準>

本制度の在胎週数の基準は 、 制度創設時に 『通常の妊娠 ･ 分娩｣ の範囲につ :

I いて 、 脳性麻痺の発生率が異な る在胎週数に着 目 し 、 現行の ｢在胎週数 33 週以 !
l 上 ｣ と 設定 した経緯にあ る 。

こ の こ と を踏ま え 、 今般の制度見直 しにおいて も 、 制度創設時 と 同様に 、 ｢月淘

野性麻痺の発生率が異な る在胎週数｣ に着 目 し 、 近年の周産期医療の進歩等に よ "

; り そ の週の変化を検証 した と こ ろ 、 次の と お り であ っ た 。

｢月商性麻痺の発生率が異な る在胎週数｣ について 、 2006 年か ら 2009 年 々こお l

l け る在胎週数 32 週の脳性麻痺の発生率 (出生 1 , 000 対 4 . 3 人) は 、 同時期の 33 :

l 週や 34 週 におけ る発生率 (出生 1 ,ooo 対 3 .4 人、 3 . 8 人 ) と 大 き な差はない よ l
: う に見え る 。 他方 、 在胎週数 3 1 週の発生率 ( 出生 1 , 000 対 1 3 . 2 人) は 32 週の :

: 約 3 倍、 30 週の発生率 ( 出生 し000 対 3 5 . 7 人) は 3 1 週の約 3 倍であ る 。
1 こ の こ と を統計学的な観点か ら確認する ため 、 前述の在胎週数 33 週にお け る :

l 脳性麻痺の発生率 と 各週にお け る脳性麻痺の発生率 と の 間 の統計学的な有意差 l
l を検定 した と こ ろ 、 在胎週数 30 週以下については統計学的な有意差があ る も の -

: の 、 3 1 週 、 32 週 においては 33 週 と の有意差は認め られない と の結果であっ た。 ,

こ の考えに立つ と 、 在胎週数の基準について現行の ｢在胎週数 33 週以上｣ か ;

l ら ｢在胎週数 3 1 週以上｣ へ見直すこ と が適当 と 考え られる 。

一方で、 こ れま での制度運営実績を重視 し 、 個別審査 と して補償申請が行わ :

l れた事例こおいて補償対象 と 判断 さ れた事例の割合の観点か ら は 、 在胎週数 32 ー

: 週以降の 申 請事例では高い割合で補償対象 と さ れてお り 、 『在胎週数 32 週以上｣ :

1 への見直す こ と の根拠は よ り 確実であ る と の意見 も あ っ た 。

こ れ ら の こ と か ら 、 当 委員会 と して は 、 在胎週数の基準について現行の ｢在 l
: 胎週数 33 週以上｣ か ら少な く と も ｢在胎週数 32 週以上｣ へ見直す必要性は極 l

: めて高 く 、 ｢在胎週数 3 1 週以上｣ へ見直すこ と が望ま しい と 考え る 。

【関連資料】 図遜回~図区司
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: < 出生体重の基準>

本制度の出生体重の基準は 、 在胎週数の基準 と 同様、 制度創設時に ｢通常の :

: 妊娠 . 分娩｣ の範囲 について 、 脳性麻痺の発生率が異な る 出生体重に着 目 し 、 :
: 現行の ｢出生体重 2 , 000g 以上｣ と 設定 した経緯に あ る 。

こ の こ と を踏ま え 、 今般の制度見直 しにおいて も 、 制度創設時 と 同様に 、 ｢ 出 :

: 生体重の発生率が異な る体重群｣ に着 目 し 、 そ の体重の変化を検証 した と こ ろ 、 ,

; 次の と お り であっ た 。

1 ｢脳性麻痺の発生率が異な る 出生体重=こついて 、 出生体重 1 , 400g~も500g !

l 未満群におけ る脳性麻痺の発生率 と 、 100g ご と の体重群にお け る脳性麻痺の発 i
l 生率 と の間の統計学的な有意差を検定 した結果、 出生体重 し400g 未満こついて :
l は統計学的な有意差が あ る も のの 、 1 , 400g 以上において は 2, ooog 以上 と の有意 l

l 熟ま認め られない と の結果であ っ た。

ま た 、 在胎週数の基準の見直 しの結果に も と づき 、 これま で に個別審査 と し i

l て補償 申請カミキテわれた事例 において補償対象 と判断 された事例の割合の観点か ;

: ら は 、 ｢在胎週数 3 1 週以上かつ出生体重 1 , 400g 以上｣ ｢在胎週数 32 週以上かつ -

i 出生体重 1 , 400g 以上｣ の場合は 1,400g 以上で高い割合で補償対象 と さ れてい :
: る ため 、 1 , 400g 以上の児を一般審査の対象 と して一律補償対象 と して も 、 本来 :

: 補償対象 と すべき でない事例の紛れ込みが多 く 含まれる 可能性は低い と 考え ら i

l れる 。

したが っ て 、 出生体重の基準については、 現行の ｢出生体重 2 , ooo g 以上｣ か l

l ら 、 ｢ 出生体重 も400 g 以上｣ と する こ と が適当 と 考え られる 。

【関連資料1 図区回~図遜圃

② 個別審査の基準

: <個別審査の基準>

現行の基準は 、 分娩中 の低酸素状況を示す指標 と して 、 臍帯動脈血ガス分析 l

l 値お よ び胎児心拍数モニ タ ー上の所定の所見 をこ 限定 してお り 、 それ ら は母体や !

川合児 、 新生児の救命等の緊急性等に よ っ ては必ず し も 常に 、 十分に取得 さ れて :
: い ない事例が あ る 。

こ の課題に対 しては 、 低酸素状況を き たす可能性の あ る疾患等が認め られ 、 ,

i 引 き続き求め られる所見 と してア プガース コ ア ( 1 分値が 3 点以下) 、 生後 軍記

" 間以内の児の血液ガス分析値 (PH 値が 7 . 0 未満) のいずれかの所見が認め ら れ l

l る 場合を加 え る こ と が適当 と 考え られる 。
なお 、 低酸素状況を き たす可能性の あ る 疾患等について は 、 胎児母体間輸血 :

l 症候群、 前置胎盤か ら の 出血 、 急激に発症 した双体間輸血症候群 も 現行基準に :
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l 記載 さ れてい る 常位胎盤早期剥離、 臍帯脱出 、 子宮破裂 、 子癇 と 同様に胎児低 "

; 酸素状況を 引 き 起 こ す特殊な病態であ る こ と か ら 、 こ れ ら の病態が認め られる l

i 場合を加 え る こ と が適当 と 考え られる 。

ま た 、 胎児心拍数モニ タ ー においては 、 低酸素状況であ っ て も 現行の基準の l

l 胎児心拍数パタ ー ンを示 さ ない事例が あ る 。
こ の課題に対 して は 、 胎児心拍数モニ タ ーの所見において 、 胎児心拍数パ タ l

' - ン と 心拍数基線細変動の消失 と の 関係 を 、 現行の ｢かつ要件｣ か ら ｢ ま た は l

l 要件｣ に変更 し 、 さ ら に 、 心拍数基線細変動の減少を伴っ た高度徐脈お よびサイ :

: ナ ソ イ ダルバター ンを加え る こ と が適当 と 考え られる 。

なお 、 編集 ･ 監修 日 本産科婦人科学会/ 日 本産婦人科医会 ｢産婦人科診療ガ :

l イ ド ラ イ ン産科編｣ 作成委員会において 、 上記の所見を認めた場合は 、 出生前 l

l お よ び出生時の児の状態が極めて悪い と 考え られ 、 こ れ ら の所熟ま分娩中の低 l
: 酸素状況の存在を示唆する指標 と して妥当 であ る と さ れてい る 。

具体的な改定案は、 以下の と お り であ る 。 (変更箇所= 下線部)

<個別審査基準 (見直 し後) >

在胎週数が 28 週以上であ り 、 かつ 、 次の (-) 又は (二) に該当する こ と

(一) 低酸素状況が持続 して臍帯動脈血中 の代謝性アシ ドーシス (酸性血症) の

所見が認め ら れる場合 (PH 値が 7 . 1 未満)

(二) 低酸素状況が常位胎盤早期剥離、 臍帯脱出 、 子宮破裂、 子癇、 胎児母体間

輸血症候群、 前置胎盤か ら の出血、 急激に発症 した双胎間輸血症候群等に

よ っ て起 こ り 、 引 き続き 、 次のイ か ら チま でのいずれかの所見が認め られ

る場合

イ 突発性で持続する徐脈

口 子宮収縮の 60%以上に 出現する遅発一過性徐脈

ノ･ 子宮収縮の 50%以上に 出現する変動一過性徐脈

ニ 心拍数基線細変動の消失

ホ 心拍数基線細変動の減少を伴っ た高度徐脈

ヘ サイ ナ ソ イ ダルバターン

ト アプガース コ ア 1 分値が 3 点以下

チ 生後 1 時間以内 の児の血液ガス分析値 (PH 値が 7 . 0 未満)

【関連資料1 圓区國
l- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - ‐:

ま た 、 先天性要因や新生児期の要因等の除外基準 、 重症度の基準について

も検討を行っ たが 、 こ れ ら の基準の見直 しは行わない と の結論に至っ た。

/搦補償辯護期履物 にっ“ てば、 本〃の審議落葉を踏まえ 、 遅屍砂
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( 2 ) 基準見直 し後の補償対象者数

① 補償対象者数の推計値

〈在胎週数 31 週の場合〉年間 63 5 人 (※ 1 ) (推定区間 (※2 ) 48 1 人~789 人)

〈在胎週数 32 週の場合〉年間 57 1 人 (※ 1 ) (推定区間 (※2 ) 423 人~7 19 人)

※ 1 日 本全国におけ る 、 補償対象 と な る 重度脳性麻痺児の年間出生数

※ 2 統計的に見た 95%信頼区間

② 補償対象者数の推計値の根拠

本年 7 月 の 医学的調査専門委員会に よ る 現行制度にお け る 補償対象

者数の推計は 、 沖縄県において 1998 年~200 7 年に出生 した脳性麻痺

の全例について 、 補償対象に該当する か杏かの判断を行い 、 一般審査 (※

3 ) 、 個別審査 (※4) のそれぞれについて 、 ｢沖縄県にお け る補償対象 と

な る脳性麻痺の発生数｣ 、 ｢沖縄県におけ る 出生数｣ 、 ｢2009 年の全国 に

おけ る 出生数｣ よ り 、 全国 にお け る補償対象者数の推計値を算出 した。

ま た 、 沖縄県におけ る 上記脳性麻痺の発生数を 、 2009 年の全国の発

生数にあて はめ る に際 しては 、 統計学的観点か ら誤差を考慮する 必要

が あ る ため 、 真の予測値が含まれる と 考え られ る 区間 について 、 二項

分布の正規近似を用いた方法に よ り 、 推計値の 95%信頼区間 を算出 し

た。

そ の結果、 現行制度におけ る補償対象者数の推計値は 48 1 人 、 95%

信頼区間は 340 人~62 3 人であ っ た。

基準見直 し後の補償対象者数の推計に際 して も 、 医学的調査専門委

員会に よ る現行制度におけ る補償対象者数の推計 と 同様、 一般審査 (※

3 ) と 個別審査 (※4) に分けて 、 推計値お よ び推定区間を算出 した。

一般審査については 、 沖縄県において 1998 年~200 7 年に出生 した

脳性麻痺の全例について 、 補償対象に該当 す る か否かの判断を行い 、

｢沖縄県におけ る補償対象 と な る脳性麻痺の発生数｣ 、 ｢沖縄県にお け

る 出生数｣ 、 ｢ 2009 年の全国にお け る 出生数｣ よ り 、 全国 にお け る補償

対象者数の推計値を算出 した。 個別審査基準について は 、 分娩時の状

況について よ り 詳細を情報を確認する 必要が あ る こ と か ら 、 宮崎県に

おいて 1998 年~20 1 0 年に出生 した児 を対象 と した宮崎大学の調査研

究におけ る デー タ も活用 した。

具体的な算出方法は 、 眠り添 1到の と お り であ る 。
※ 3 在胎週数 3 1 週以上 (32 週以上) かつ出生体重 1 , 400g 以上

※ 4 在胎週数 3 1 週以上 (32 週以上) かつ出生体重 1 , 400g 未満、 または在胎週数 28

週以上かつ 3 1 週未満 (3 2 週未満) で所定の条件を満た した場合
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3 ‐ 補償水準奪支払方式について

運営委員会において 、 現行の 3 , 000 万円 と い う 補償水準が脳性麻痺児お よ

びそ の家族の看護 ･ 介護に係 る 経済負担の軽減の た め の一助 と 、 紛争の防

止 ･ 早期解決に照 ら して一定程度の効果を生み出 してい る か否かな どについ

て議論を行っ た。

ま た 、 ｢児 の生涯にわた り 補償する方式 (終身年金払方式) ｣ お よ び ｢20

年間の補償ではあ る が 、 児の死亡時には補償金の支払い を打ち切 る 方式 (有

期年金払方式) ｣ の導入の是非について議論を行っ た。

いずれの論点について も 、 議論の結果、 現状を維持する こ と と な っ た。

検討結果 みま 、 ｢産科医療補償制度 見直 しに係 る 最終報告書｣ (図盛度回) の
と お り であ る 。

4 . 掛金水準等について

平成 27 年 1 月 以降の掛金水準等について 、 ①現行制度において必要な保

険料水準、 ②見直 し後制度において必要な保険料水準、 ③剰余金か ら の充当

額 をこっいて検討を行い 、 以下の と お り 算出 した。 (師濱司)

① 現行制度において必要な保険料水準 : 2 . 2 万円程度

･ 平成 25 年 7 月 の 医学的調査専門委員会に よ る推計を踏ま えた 、 現行制

度におけ る補償対象者数推計の上限であ る 623 人を も と に算出

< 算出式>推定区間上限 623 人 × 3 , 0 0 0 万円 十事務経費 29 . 6 億円

=約 2 1 6 . 5 億 円 2 1 6 . 5 億 円 ÷ 1 00 万分娩三 2 . 2 万 円

(参考) 事務経費については、 仮に平成 26 年見込み額 と 同額 と して算出

(平成 27 年以降の事務経費について は 、 今後改めて算出する )

② 見直 し後制度において必要な保険料水準

〈在胎週数 31 週の場合〉 : 2 . 7 万 円程度

〈在胎週数 32 週の場合〉 : 2 . 5 万 円程度

･ 前記の補償対象者数推計の上限であ る 789 人 ( 3 1 週 ) 、 7 1 9 人 ( 32 週 )

を も と に算出

<算出式>

(在胎週数 3 1 週の場合)

推定区間上限 789 人 × 3 , 0 0 0 万 円 十事務経費 29 . 6 億円 =約 2 66 . 3 億円

266 . 3 億 円 ÷ 1 00 万分娩二 2 . 7 万 円
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(在胎週数 32 週の場合)

推定区間上限 7 1 9 人 × 3 , 0 0 0 万 円 十事務経費 29 . 6 億円 =約 245 . 3 億円

245 . 3 億円 ÷ 1 00 万分娩二 2 . 5 万 円

(参考) 事務経費について は 、 仮に平成 26 年見込み額 と 同額 と し て算出

(平成 27 年以降の事務経費については、 今後改めて算出する )

③ 剰余金か ら の充当額

･ 剰余金の額は、 補償対象者数を仮に毎年 48 1 人 と す る と 、 平成 2 1 年契

約か ら 平成 26 年契約の 6 年分で合計約 800 億円 。

･ 長期安定的な制度運営の観点で、 剰余金が枯渇 した際の掛金への影響を

考慮 し設定する こ と が望ま しい。

･ 充当期間お よび充当額については、 今後の社会保障審議会医療保険部会

の議論 も踏ま え 、 保険料水準が確定する段階で決定する 。

(参考)

･ 充 当期間 2 0 年 と した場合の充当額 : 0 . 4 万 円程度

･ 充当期間 1 5 年 と した場合の充当額 : 0 . 5 万 円程度

･ 充 当期間 1 0 年 と した場合の充当額 : 0 . 8 万円程度

5 . 平成 26 年 1 月 の保険契約における事務経費等につ いて

第 69 回社会保障審議会医療保険部会に報告 した方針の と お り 、 平成 26 年

1 月 の保険契約 において 、 以下の見直 し を行 う こ と と してい る 。

① 剰余金の返還の最低水準 : 医学的調査専門委員会に よ る 現行制度にお

け る補償対象者数推計の推定区間の下限値は 340 人であ り 、 制度創設

時 と 同様に補償対象者数の推計の下限値よ り 剰余金の返還の最低水準

を設定する と 340 人 と な る 。

一方、 同報告書において補償対象者数を最 も少な く 見積 も っ た場合

の推定区間の下限値 と して 278 人が示 さ れてお り 、 本制度の公約性格

等に鑑み 、 現行の 300 人か ら 278 人 と す る 。

② 剰余金の運用益 : 補償原資に剰余が生 じた場合、 保険会社か ら運営組

織に返還 さ れ る剰余分に 、 返還ま での期間の運用益相 当額が付加 さ れ

て返還 さ れる仕組み と す る 。

なお 、 運用益相 当額の算出方法等については 、 第三者の有識者か ら構

成 される ｢産科医療補償制度 運用利率に関する 検討会議｣ において検

討を行っ た結果よ り 、 -別添 12 Iの と お り と す る 。
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③ 制度変動 リ ス ク 対策費 : 医学的調査専門委員会に よ る 現行制度におけ

る補償対象者数推計の推計値よ り 、 5 00 人の見込みか ら 48 1 人の見込

みに変更 し算出する 。

制度変動 リ ス ク 対策費は 、

(D 医療水準向上等に伴い脳性麻痺児の生存率が統計データ 取得時

点 よ り 上昇する リ ス ク

(2) 統計データ母数が少ないため推計値が大幅に外れる リ ス ク

(3 ) 20 年間 の長期 にわた る補償金支払い業務に伴 う 予期でき ない

事務 ･ システム リ ス ク

等の予期でき ない リ ス ク に対応する費用 であ り 、 こ の う ち 、 (2 ) につ

いては 、 今回の推計結果に よ り 低 く な っ た と 考え られる が 引 き続き 5 %

の範囲内で残っ てい る他 、 ( 1 ) の ｢ 医療水準向上等に伴 う 脳性麻痺の生

存率の上昇 リ ス ク ｣ や (3 ) の ｢事務 ･ シス テム リ ス ク ｣ は依然 と して存

在 してお り 、 48 1 人に も と づ き設定す る 。

<算出式>

102 万 7 , 0 00 分娩 × 保険料 29 , 9 00 円 × ( 48 1 人÷ 800 人) × 5% 二約 9 . 2 億円

上記を踏ま えた 、 平成 26 年 1 月 の保険契約におけ る事務経費の額を含

めた 、 平成 2 1 年か ら平成 26 年の保険契約におけ る事務経費等の推移は 、

脚添 13 -の と お り であ る 。

なお 、 平成 27 年 1 月 以降の保険契約におけ る 取扱いについては 、 見直

し後制度の補償対象者数推計値等 も踏ま え 、 改めて検討を行 う こ と と する 。
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l 別 添 2 1

産科医療補償制度 検討資料

平成25年10月 16 日 産科医療補償制度運営委員会

ヒア リング資料

作成

東京大学大学院医学系研究科

(産科医療補償制度医学的調査専門委員会委員 )

岡 明

ー . 本制度設計時の早産児での脳性麻痺の
発生頻度と ｢未熟性｣ の区分の考え方
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平成19年 産科医療補償制度の制度設計時

33週以下の早産児での脳性麻痺の頻度が高率

･ 産科医療補償制度は 1998年から200 1年の脳性麻痺の発生

率等の資料を元に制度設計された 。

設計当時の在胎週数別脳性麻痺発生率 ( 出生 1 000人対)
( 産科医療補償制度設計に係る医学的調査報告書 平成 1 9年8月 )

一- - 2万週中毒三富 - コ ニ三1 2 7 . 0 1 - - 187 .5ず -キー三 一 も て. ミ サ - 子 - - ｢ -テ コ三 澤 - ≠ 二 言 - - 三 # 丁 な ぞこごTこ ん ' 、 一 三 - - 代 言"‐
2 8週 3 1週 119 . 0 14 2 . 9

平成 字 9年の本制度調査専門委員会の医学的調査では 、 33週以下の早産低

出生体重児として出 生した児 1 000人 に対し脳性麻痺は ↑ 00人以上 ( ↑ 0%以

上 ) と高頻度

早産児での脳性麻痺の 内訳は脳室周囲 白 質軟化症 ( Pe r ive nt r i cu l a r Le u ko m a l a i c a :
pv L ) によるものが主で 、 小寺澤調査者は32週未満の早産児24名 の内 20名 がpVLと

報告している 。

平成19年 産科医療補償制度設計時

33週以下の早産児の脳性麻痺の頻度が高いことを以て

｢未熟性による ｣脳性麻痺として分類して作業

平成乍 9年本制度調査専門委員会 補償対象を検討

e 当時の早産低出生体重児での

脳性麻痺を調査
e胎生3 3週未満での高い発生率

に基づいて 、 ｢調査結果よ り成熟チ

児と未熟児との間で脳性麻痺の

リ スクは大きく異なって｣ いる と報

告

e33週未満という区分を作成 - -

◎ こう した早産低出生体重児の脳

障害は ｢未熟性｣ に伴うものと分

類して補償対象の検討作業を

行った 。

ただし 、 医学的に ｢未熟性による脳障害｣ という明確な基準はなく

、 未熟児においても成熟児と同様に 、 低酸素虚血、 出血 、 感染な
どが脳障害の原因であ り 、 基本的に同 じ病態である 。 ｣ ｢未熟児
について出生体重や在胎週数によ り基準を設定することは適当

でない｣ ということも委員会報告書では強調されている 。
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= . 本制度運営開始後の早産児での脳性麻痺の

発生頻度の変化 " 脳室周囲 白質軟化症の減少

産科医療補償制度開始後の脳性麻痺の発生状況

沖縄県での脳性麻痺の発生頻度の推移

在胎週数 ま で 2 7週以下 等量2 週から3 3 7週以上1週 こ そ 3 2週から 3 6週

出生年 CP数 総出生 発生率 CP数 総出生 発生率 CP数 総出生 発生率 CP数 総出生 発生率

1 9 9 8から2000 20 1 7 7 1 1 3 . O 45 35 2 1 2 7 . 8 23 3 2 5 8 7 ･ 1 2 4 46 642 0 . 5

2 0 0 1 か ら2003 28 1 8 2 1 5 38 30 347 8 6 . 5 1 8 3 0 8 6 5 . 8 2 7 4 64 7 6 0 . 6

2 004か ら 2006 1 8 1 5 3 1 1 7 6 1 6 3 3 3 48 . O 1 9 3 1 0 7 6 . 1 3 0 454 5 3 0･ 7

2007か ら 2009 20 1 6 7 1 1 9 . 8 1 4 3 80 3 6 .8 7 3 1 3 l 2 .2 3 1 4 648 T 0 ･ 7

発生率は出生@o人対 し 28週から31週

2000年以降は28週か ら3 ↑ 週の早産児 とし

て出生した児の脳性麻痺の発生率は若明

に減少してきたことが 、 今回の調査で明 らか

となった。



28週から3 1週の早産児が脳性麻痺となる可能性は低下

" 本制度蕪上げ博, 産科医療補償制度医学的調査専門委員会調査時の調査対象

1998か ら 2000 200 1から 2003 2 0 04から 200 6 2007から 2009

鬮 CPなしく%) 圏 C pあ り (% )

e28週以上の早産児のほとんどは脳性麻痺ではなくなってきている 。

e この週数で出生した児は 、 脳障害の蓋然性が高いとは言えなくなってきている 。
ゐ こう した周産期医療状況の変化によ り 、 ｢未熟性｣ によって脳性麻痺になったと

いう説明は適切ではなくなってきている 。

背景 : 早産低出生体重児の脳性麻痺の原因であった
pVLは激減している

orig ina 1 Article p e d国訛 N e uro l ogy 4 7 ( 2 0 12 ) 3 5

Periventricular Leukomalacia is Decreasing in Japan

33週未満の早産児での pV Lの発生率 (全国調査 、 生存児 1000人対 )

　 　　 　 　　 　　 　　 　　 　 　 　　
　 　　 　　 　　　 　　 　　　 　　 　　　 　　 　　 　　

　　
1 9 9 0年 、 1 9 9 3年 : F ujm ot o s , 19 9 8
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海外でも2000年以降 、 早産低出生体重児での脳障害 、
特に重症pVLの減少が報告

Decreas i ng 【 n c i d ence and Seve r i ty of Ce reb ra l Pa l sy l n
P rem atu re l y Bo rn Ch i l d re n ‘し′ Ped!a fr 20 7 7幻59′86-9 7メ

オランダ 伯90年か ら2005年に出生した早産児全3287人を対象と した単施設後方視研究

pV Lと診断された児の 中で脳性麻痺

の 占める割合 (各期間別 )

蜆 鬮 鬮 鬮
鬮 一- 鬮 圓20 ‐

◇ -

1 9g o ‐ t 9 9 3 T 9 9 4 - ↑ 9 9 7 1 8 9 8 ‐ 2◇o f 2 0 0 2 ‐ 2 0 0 5

b 1 “lih ye a r

圓 pv Lの診断で脳性麻痺あ り
□ pvLの診断で脳性麻痺なし

PVLの診断を受けてt g塑性療病しは

ならない軽症例の比率が増えてきて

いる 。

60 曲

うn 贓 蹴- 鬮
… 鬮 贓, 鬮
醐 幽 鬮

… 贓 幽
20 ‐

0 - -

1 9 g o ‐ t 9 9 3 T 9 9 4 - ↑ 9 9 7 1 8 9 8 ‐ 2◇o f 2 0 0 2 ‐ 2 0 0 5

b 1 “lih ye a r

pV Lの発生率の変化 (各期間別 )

圓 重症PV L
□ 中等症PV L
PVLの頻度は次第に減少してきている 。

特に重症PVLの頻度が減少してきている 。

我が国で認められている早産児での脳性麻痺の減少傾向は 、 国際的な周産期医療の進歩
によるPVLの減少と神経予後の改善と考えられる 。

制度設計時の ｢未熟性｣要因と周産期医療の現状
脳室周囲軟化症 ( PVL) について

平成1 9年本制度設計時

｢未熟性｣ の要因

1 頭蓋内出血(主に脳室内出血)

2 "室 白 軟化症 ( PVL)

①頭蓋内出血(主に能

②脳室周囲白質軟化

③呼吸障害(主に呼=
を考慮

吸障害(主に呼吸窮迫症候群RDS )

慮
平成関年8月 産科医療補償制度調査専門委員会報告書

脳室周囲白質軟化症の発生頻度が減少

3 6



= - . 頭蓋内出血 (脳室内 出血 : IVH ) と

脳性麻痺の関連について

早産児に見られる脳室内出血の重症度と予後について
軽症群

Grade I

非常に限局した胚

上衣下出血

急性期頭部超音波検査 急性期頭部超音波検査

　 　　固像所見も正常

退院前頭部MR I検査

特に異常なし

重症の -V H は脳裏質の損傷をきたし

重度脳性麻痺の原因となる こ とがある{ 置かH } ' '重度脳性麻痺の原因とはならない

出血後水頭症へ進行する例があ り ( 1 0 一 1 5% )

経過頭部CT検査

出血後の水頭症 と

出血した脳実質部分の障害あ り



早産児での軽症の頭蓋内 出血( IVHy2 ) は

歩行不能な重度脳性麻痺の原因ではない 1

Cm証c征 Data Pre菰從 Ne濾odevelopmenta1 outcome Better 曲an Head
切鼈asound m Exぽeme好 LOW B紐h We喀ht I面ants

J Ped i at r 2 0 07 ; 1 5 1 : 5 00 -5

アメ リカ N ati o nann stitute oF Ch i I d H e alth an d H uma n D eve l o pm e nt N eon ata I Re se a rch N etwork

コホートでの 多施設後方視 的研究

1 9 9 8~ 200 1 年に l ooog未満で出生した児 、 1 8 ~ 22か月 の時点で評価

低出生体重児 ( < 1 000g) での頭蓋内出血の程度と

独立歩行不可能な児の割合 (% )

l V Hなし lVH 1 IV H 2 lV H 3 IV H 4

77% 10 . 7% 9 3% 25 1% 42 .2%

れ3 0 8人 中 ) ( 244人 中 } □ 5 1人 中 ) ( 2 15 人 中 ) ( 145 人 中 〕

早産児での軽症の頭蓋内 出血( IV H 1/2 ) は

歩行不能な重度脳性麻痺の原因ではない 2

Neurodevelopmental outcomes of Extremely
Low-Ges tatlonal‐Age Neonates い五tね Low-Grade
Periventr1CulaHntraventncular Hemorrhage J Pe d i at r 2 0 0ね 尉 : 50G5

アメ リ カ Nat i o n a l In st itute of Ch i l d H e a lth an d H uman D eve l opm ent Neonata I Re search N etwork

コホートでの 多施設前方視 的研究

2006~ 200 8年に胎生27週未満で出生した児 1 47 2人 、 1 8 ~ 2 2か 月 の時点で評価

頭蓋内 出血と神経発達のオッズ比 (95%信頼区間 )27週未満の早産児での頭蓋内出血

の重症度と重症脳性麻痺 (GM Fcs 3

以上 ) の児の割合 (% )
Any C P

GM FC S > 2 屹弼鷁轉溌薄謝甕藁醤囃識蔭随時嗣襄霊霞電舅薹野覇霊覊廳壽麒 - 鮨斑誓鬱賤

鬮鬮 -VH 3/4 vs - V Hな し

圓璽NH 3/4 vs I VH 1/2
にコ ーVH 1/2 vs l V Hな し

軽症頭蓋内 出血 ( IVH 僅 /2 ) は脳性麻痺および重度

の脳性麻痺 (GM FCS>2 ) と関連が認められない 。
lVH “2 (対 IVHなし ) の才ツズ比は脳性麻痺100 (0 . 6 1 - ★ . 64) 、 重症
0 . 66 (0 , 3 2 ‐ 1 3 9) 。

l V Hな し lV H 1/2 IVH 3 /4

4% 2% 10%

は02 1 人 ) ( 2 70人 ) ( 1 8 1 人 )
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｢未熟性｣ の脳障害は ｢未熟性に伴う脆弱性｣ 以外の分娩前お
よび分娩時の状況の要素が関係している

- 未熟 の 障牢の ム図 - - 一 二 分娩前の因子 -｢未熟性｣ の脳障害の一般概念図 [ ]
分娩時の因子

　　　　　　　　　　　　　分娩後の因子 (分娩状況の影響大家

l 早産児の頭蓋内 出血の概念図 I 擁補議廉縄孟.胎児仮生殖補助医療 ヤ 母体出血 ･ 胎児仮{ 分娩前の因子 〕死 ･ 羊腹繊毛膜炎等母体感染症 ･

母体への分娩前ステ ロ イ ド投与なし

死 ･ 羊腹繊毛膜炎等母体感染症 ･

母体への分娩前ステ ロ イ ド投与なし

分娩時の因子 後遺症
三次施設以外での分娩 (重症脳性　　　　 　　　　　　　　　　　脳の血管の脆弱性 ･ R DS 麻痺等 )

- ′ - 、 , ′ { -′ 、 ノー 、 く 、 - 、 、 ′
治療を要する低血圧 ･ 酸血症 ･ 低酸 、鱸因子(分影響大) 〕′ 素症 駿 高または低二酸化炭素血症、

-- 三重炭酸の投与 テ 気胸 . 痙攣 三 一 ･

Ment LR , So u I J s swa iman )s P ed i a t ｢ i c

N e u ro lo g y 5 t h Ed p 7 9 C 1 i n i ca l R i s k
F a cto rs fo門前t rav e n t ｢ i cu la r H emo r h ag e

献燈 ~ 正 . - N e u ro lo g y 5 t h Ed p 7 9 C 1 i n i ca l R i s k
F気胸 . 痙攣 三 一 一 ‐ F a cto rs fc r i i n t rav e n t ｢ i cu la r H emc

- - - r よ り 改変

早産児の頭蓋内 出血のほとんどは出生後72時間以内に発生し 、 約半数以上
は出生後24時間以内 に発症する 。 児の脆弱性だけでなく仮死など分娩状況を

含む多 くの臨床的なイベン トが関連している 。

制度設計時の ｢未熟性｣要因と周産期医療の現状
蓋内出血について

平成1 9年本制度設計時

｢未熟性｣ の要因 -

①頭蓋内出血(主に脳室内出血) ‐

②脳室周囲 白 質軟化症 ( PVL)
③呼吸障害(主に呼吸窮迫症候群RDS )
を考慮
平成 1 9年8月 産科医療補償制度調査専門委員会報告書

重度脳性麻痺の原因 となるのは重症の頭蓋内出血( 1VH3/4 )

胎生28週以上では重症の頭蓋内出血 ( IVH3/4 ) は極めて稀
そう した例では仮死等の分娩時の状況も発症には関与

3 9



l v . R DS (呼吸窮迫症候群) と脳性麻痺の関係

早産児の頭蓋内 出血とRDS L
RDSを含む呼吸障害は脳障害の リスクファク

ターとされてきている
Robe r t s o n - s 丁e× t b o o k of N e on a to l ogy 4 t h Ed 2 0 0 5 P 1 1 53 :
F i g 4 “ . 32 1 n te racti o n o f fado rs l nvo鞠e d m th e g e n e s l s o f GMH -VH よ り

鬮医療の進歩 【 こよ り RDS は治療管理 樽が可能とな り脳障害の直接の原因とはみな

されなくなっている

4 0

閻産期医療の介入による脳障害の予防
(頭蓋内出血の場合 )

〆 人工サヤファクタンN % { ′ 人工サーフアクタン ト -
、 母 のステ ロ イ ド投与- ℃ k 母体のステロ イ ド投与

　　　　 　早産児の頭蓋内出血 ( l vH 】

　 　　　　
旱産児の頭蓋内 田血 ( 1 v H ) 守異常の

周産期医療の進歩 : RDS治療および循環管理の進歩
RDSが脳障害に関与する リ スク因子への介入によ り予防が行われている



制度設計時の ｢未熟性｣要因と周産期医療の現状
RDSについて

- -- -- - -- ･ 、

平成 1 9年本制度設計時

｢未熟性｣ の要因

1 頭蓋内出血(主に脳室内出血)①頭蓋内出血(主に脳室内出
②脳室周囲 白 質軟化症 ( PVL)
③呼吸障害(主に呼吸窮迫症③呼吸障害(主に呼吸窮迫症候群RDS)
を考慮 - ＼
平成 1 9年8月 産科医療補償制度調査専門委員会報告書

RDSは治療管理が可能で呼吸不全を予防できる

二次的な脳循環への負荷も管理が可能になってきている

RDSが脳性麻痺の直接の原因 とは見なされない

v . 結語 制度見直uごついての提言

4 1



2 8週以上早産児での pVLが減少し脳性麻痺も若明減少
制度発足後の周産期医療の進歩と変化 l

-今回補償対象の週数区分の見直しが必要

二33週未満を ｢未熟性｣ による脳

障害と区分して作業 -

平成25年医学的調査専門委員会調査 -
胎生28週から3 1週で出生した児での脳性麻痺

の発生率に者明な減少 ( ;中縄での調査で実証)

実情に対応した週数区分の見直しが必要
現状に対応し例えば在胎28週以上を原則と

して対象をするのが妥当

I 制度設計時と現在の ｢未熟性｣ に関する状況の変化 -
平成 1 9年本制度設計時

｢未熟性｣ の要因として頭蓋内出血(主に脳室内出血) 、 脳室周囲
白質軟化症 ( PVL) 、 呼吸障害(主に呼吸窮迫症候群RDS ) を考慮

平成 1 9年8 月 産科医療補償制度調査専門委員会報告書

鰊満濃躍内搖錨) ●我が国をP謬あた先進国 RDS
( ーv日 1 /2)は重度脳性麻痺 では者明に減少してきて の治療薬の普及 、 新生児
には関係しない 。 いる 。 用呼吸器の進歩など周
e重症の頭蓋内 出血 の結果として 2 8週から3 1 産期医療の進歩あり 。
( ーv日 3/4)は28週以上では 週の早産児の脳性麻痺 ◎治療可能な疾患であ り 、
頻度は極めて少ない 。 の発生率が若柳こ減少 管理も容易になっている 。
◎頭蓋内 出血は分娩前お している 。
よび分娩時の状況に大き

く影響され 、 分娩との関連
は否定できない 。

現状では28週以上ではこうした要因の脳障
害への関与は非常に小さくなってきている

｢未熟性｣ の要因として考慮したこう した因子
の状況の変化から週数区分の見直しが必要

4 2



産科医療補償制度の補償対象基準見直し (案 )

現行 早産児は補償対象が限定されている

一敗會且

出生体重2,0 00g以上 かつ 在胎週数33週以上

個別審査

在胎週数28週以上 かつ

胎児心拍数モニターや臍帯血pHによ り イ氏酸素状態にあることが認められる場合

見直し後

早産児もより広く補償対象と掌る

<理由 >

! ･ 2 8週か ら32週は 、 制度立ち上げの時点で脳性麻痺の頻度が高いことを以て ｢未熟性｣ 皀
垂 による脳障害と分類された 。 周産地医療の進歩によ り 、 2 8週以上の早産児での脳性麻痺 .
の発生頻度が減少した変化を踏まえると . この週数で出生した脳性麻痺を ｢未熟性｣ によ
るという説明は適切ではなくなってきている 。

･ 例えば 、 在胎週数28週以上を一律一般審査とする 、 あるいはすべての児を対象とする
こ とが医学的に妥当 と考える 。
. ･ ■ ･ 1 1 ･ 1 1 ･ 1 1 1 1 ■ ‐ ' ‐ ･ ･ ‐ ■ ‐ ■ ' ■ ■ ･ ･ ■ ■ ■ ■ ■ ‐ - 1 ･ 1 ･ 1 ･ 1 1 ･ 1 1 ･ 1 1 1 1 ･ 1 1 . ･ 1 1 1 ･ ■ ‐ ■ ■ ■ ■ ■ ‐ ･ ･ ■ ‐ - ■ ■ ‐ ■ ■ 1 1 ･ 1 1 ･ ･ 1 1 . ･ ･ . ･ 1 1 1 ･ 1 1 ･ ･ ･ ■ ■ ‐ ■ ■ 1 1 ■ ■ ■ ' ■ ‐ ･ 1 . ･ ･ . ･ 1 1 1 ･ 1 . ･ ･ . ■ ･ 1 1 ･ 1 1 1 1 ･ ･ ･
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産科医療補償制度 審査委員会

委員長 戸苅 創 殿

意 見 書

20倦 年 鮒 月 25 日

編集 ･ 監修 日 本産科婦人科学会/ 日 本産婦人科医会

｢産婦人科診療ガイ ド ラ イ ン産科編｣ 作成委員会

委員長 水上 尚典 Gヒ海道大学教授)

現在、 進め られてい る産科医療補償制度見直 しの議論の 中での 、 在胎週数28

週以上33週未満分娩例の個別審査基準見直 しについて産科医療補償制度審査委

員会委員長 よ り 意見を求め られま したので、 産婦人科診療ガイ ド ラ イ ン産科編

作成委員会 と しての意見を 申 し述べます。

結論 : 産科医療補償制度審査委員会 個別審査基準改定案二- (二) は妥当 と

考えます。

以下 ｢ ｣ 内 はその改定案二- (二) と な り ます。

｢低酸素状況が常位胎盤早期剥離、 臍帯脱出 、 子宮破裂、 子癇 、 胎児母体間輸血

症候群、 前置胎盤か ら の 出血、 急激に発症 した双胎間輸血症候群等に よ っ て起

こ り 、 引 き続き 、 次のイ か ら チま でのいずれかの所見が認め られる場合

イ 突発性で持続する徐脈

ロ 子宮収縮の 50%以上に出現する遅発一過性徐脈

ノ･ 子宮収縮の 50%以上に 出現する 変動一過性徐脈

ニ 心拍数基線細変動の消失

ホ 心拍数基線細変動の減少を伴っ た高度徐脈

ヘ サイ ナ ソイ ダルパタ ーン

ト アプガース コ ア 1 分値が 3 点以下

チ 生後 1 時間以内の児の血液ガス分析値 (PH 値が 7 . 0 未満) ｣

妥当 と 判断 した意見は以下の通 り です。

産婦人科診療ガイ ド ラ イ ン-産科編 20 11 (以下 、 ｢ ガイ ド ラ イ ン ｣ ) は evidence
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と consensus に基づき標準的産科診断 ･ 治療を示すこ と を 目 的に作成 さ れてい

ます。 ev1dence が あ る 場合はそれに基づいて 、 それ ら がない場合には consensus

に基づいて予後改善の た め の医師の行動変容を期待 して記載 してい ます。 ガイ

ド ラ イ ン CQ41 1 の Answer 1 と 熟ま 、 evidence と consensus (米国な ら びに 日

本の専門家の) に基づいて記載 されています。 Answer 1 の条件を満た した胎児

は健康であ り 、 Answer 2 (すなわち レベル 4~5) の条件を満た した胎児は既に

病変が形成 されてい る 可能性 も 高い こ と と な り ますが 、 臨床的に重要なのは 、

Answer 1 と 2 の間にあ る胎児の状態をす ぐに娩出が必要か、 あ る いは も う 少 し

待て る かを判断する こ と が求め ら れています。 そ こ で 、 それ ら の緊急度を示す

指標 と して 、 CQ41 1 中 に表 矼 ~mで示 しています。 こ れ ら胎児心拍数陣痛図の

基準において レベル 4 と さ れた場合は、 急速遂娩の準備 、 あ る いは急速遂娩の

実行 と 新生児蘇生の準備を勧めています( レベル 5 の場合は急速遂娩の実行)。

一方 、 産科医療補償制度にお け る個別審査基準見直 しに際 して は 、 同 ガイ ド

ラ イ ンを踏ま えて検討する必要が あ る と 考えます。 すなわ ち 、 現在の産科医療

補償制度の個別審査現行基準では Answer2 の条件を満た した場合のみを基準 と

して求めています。 しか し 、 突発的に胎児低酸素状況を 引 き 起こす特殊な病態

(常位胎盤早期剥離、 臍帯脱出 、 子宮破裂、 子癇、 胎児母体間輸血症候群、 前

置胎盤か ら の 出血、 急激に発症 した双胎間輸血症候群等) では 、 診断次第急速

遂娩 と な る こ と か ら 、 胎児心拍パタ ーンにおいて Answer2 基準を満たす以前に

娩出 と な り 脳性麻痺 と な る児が存在 します。 しか し 、 それ ら 病態に よ り 脳性麻

痺 と なっ た児は例外な く 、 出生前な らびに出生時の状態が極めて悪い こ と か ら 、

児状態が悪かっ た こ と を証明する た めの条件 と して 、 個別審査基準改定案に あ

る 二- (二) - イ ~チを設定 し 、 これ ら のいずれかを認めた場合には個別審査

基準 と しています。 なお 、 胎児心拍数陣痛図 に 関する 二- (二 ) - イ ~へはい

ずれも 同ガイ ド ラ イ ンの レベル 4 以上であ り 、 重篤な低酸素状態が進行 してい

- - (二) にお け る 、 前提病態 (常位胎盤早期る状態 と解釈 さ れます。 ま た 、 一

剥離、 臍帯脱出 、 子宮破裂、 子癇 、 胎児母体間輸血症候群 、 前置胎盤か ら の 出

血 、 な ら びに急激に発症 した双胎間輸血症候群 (T雪TS ) 等) は 日 本産科婦人科

学会 と して ｢妊娠 28 週以降であれば、 診断次第あ る いは強 く 疑っ た時点で急速

遂娩すべき であ る ｣ と 考えてい る病態 と 考えます。

以上
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見直し後の補償対象者数の推計に関して l 別添 1 0 l
一般審査基準の見直し ( 在胎週数塾週以上かつ出生体重1 400g以上 ) 十個別審査基準の見直し

【推計の考え方 】

0 補償対象となる脳性麻痺の基準を見直した場合の補償対象者数について 、 基本的には ｢産科医療補償制度
的調査専門委員会 ｣が現行制度における補償対象者数の推計を行うに際して使用 したものと同一のデータを活用
し 、 同 一の考え方で推計を行った 。

0 よ り 高い精度で推計値を算出するために 、 地域別調査の個々 の事例について 、 補償対象となるか否かを一例ごと
に判定 し 、 その結果をもとに当該地域の補償対象者の割合を算出 し 、 全国の 出生数に乗じた 。

0 具体的には 、 沖縄県のデータについて 、 児を一般審査と個別審査の基準となる在胎週数と出生体重(※ ○で区分
し 、 それぞれにおいて補償対象者の割合を算出 し ( 以下の①の日こ記載の とおり 、 一般審査の区分では出生 1 000
対0 . 5 1 、 個 別審査の区分では出生 T OOO対 1 9 . ○ ) 、 それを 2009年の全国の出生数に乗じた (以下の②の Gに記
載の とおり 、 一般審査は5 4 2人 、 個別審査は93 人 ) 。

0 個別審査については 、 個別審査基準の観点で補償対象に該当するか否かの判断について、 宮崎大学の調査研究
におけるデータ ( ※ 2 ) を活用 した 。

※ 1 一般審査の在胎週数 ･ 出生体重区分… ｢在胎週数32週以上かつ出生体重亀 400g以上 ｣
個別審査の在胎週数 ･ 出 生体重区分… ｢在胎週数3 2週以上かつ出生体重1 400g未満 、 または在胎週数2 8週以上

かつ 3 2週未満｣

※ 2 宮崎県において 1 9 9 8年~ 20 1 0年に出生した脳性麻痺 (脳性麻痺疑いを含む ) 274例のうち 、
出生体重 1 ,4 0 0g未満 、 または在胎週数28週以上かつ32週未満｣ の3 1 例 ( 宮崎大学 鮫島 浩
=例が個別審査基準に該 当 し 、 かつ除外基準に該当せず補償対象と判断された ( 355% ) 。

性麻痺疑いを含む ) 274例のうち 、 ｢在胎週数32週以上かつ
未満｣ の3 1 例 ( 宮崎大学 鮫島 浩 氏の判読による ) のうち 、
補償対象と判断された ( 355% ) 。
量がよ り豊富であるため 、 ｢個別審査の対象となる在胎週数 ･

、 かつ除外基準に該当せず、 補償対象となる割合 』 の算出 に

一夕は重症度が不明であるものの 、 ｢個別審査の対象となる在胎週数 ･ 出生体重の重度脳性麻痺｣
、るため 、 大きな不整合はないと考えられる 。

①沖縄県の調査結果の整理 (使用データは 1 9 9 8年から 2007 年の 1 0年間 )

一般審査の

週数 ･ 体重区分

個別審査の

週数 ･ 体重区分
合計 (参考)

A : 沖縄県での 当該 1 0年間の出生数 1 6 4 , 4 5 7 人 1 , 1 5 6人 1 6 5 , 6 1 3 人

B : Aのうち脳性麻痺児数 (全数) 1 6 9人 8 4人 25 3人

C : Bの うち重症度該当者数 1 0 2人 5 5人 1 5 7 人

D 1 : Cのうち 、 除外基準非該当者数 84人 8 4人

D2 : Cのうち 、 個別審査の低酸素基準に
該当 し 、 かつ除外基準非該当 の人数

22人 2 2人

個別審査の

②沖縄県の調査結果による全国ベースの推計値算出

一般審査の 個別審査の 合計 (参考)
週数 ･ 体重区分 週数 ･ 体重区分

F : 全国における200 9年 出生数 1 , 0 6 亀 9 7 1 人 4 , 8 7 0人 亀 06 6 , 8 4 1 人

u 医学的調査専門委員会の推計値…… . 64 2人 十 9 3 人 = 6 3 5人 (4 8 1 人 ~ 7 8 9人(※ ) ) =

※補償対象者数推計値の 6 3 5人は 、 沖縄県の脳性麻痺の発生率を2009年の全国の出生数にあてはめて
算出 していることから 、 統計学的に見て全国における補償対象者数の真の予測値が含まれる可能性が高いと考え
られる区間 として 、 二項分布の正規近似を用いて得た9 5%信頼区間 。
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見 直し後の補償対象者数の推計に関 して

一般審査基準の見直し ( 在胎週数鑑埋以上かつ出生体重 1 400g以上 ) +個別審査基準の見直し

【推計の考え方 】

0 補償対象となる脳性麻痺の基準を見直した場合の補償対象者数について 、 基本的には ｢産科医療補償制度 医讐
的調査専門委員会｣が現行制度における補償対象者数の推計を行うに際して使用 したものと 同一のデータを活用
し 、 同一の考え方で推計を行った 。

0 よ り高い精度で推計値を算出するために 、 地域別調査の個 々 の事例について 、 補償対象となるか否かを一例ごと
に判定 し 、 その結果をもとに当該地域の補償対象者の割合を算出 し 、 全国の出生数に乗じた。

0 具体的には 、 沖縄県のデータについて 、 児を一般審査と個別審査の基準となる在胎週数と出生体重(※ 1 )で区分
し 、 それぞれにおいて補償対象者の割合を算出 し く 以下の①のEに記載の とお り 、 一般審査の区分では出生 1 000
対0 . 44 、 個 別審査の 区分では出生 1 000対 1 6 . 3 ) 、 それを2009 年の全国の出生数に乗じた ( 以下の②の Gに記
載の とお り 、 一般審査は4 7 2人 、 個別審査は9 9人 ) 。

0 個別審査については 、 個別審査基準の観点で補償対象に該当するか否かの判断について 、 宮崎大学の調査研究
におけるデータ ( ※ 2 ) を活用 した 。

※ 1 一般審査の在胎週数 ･ 出生体重区分… ｢在胎週数3 2週以上かつ出生体重 1 , 4 0 0g以上 ｣
個別審査の在胎週数 ･ 出生体重区分… r在胎週数3 2週以上かつ出生体重1 400g未満 、 または在胎週数2 8週以上

※2 宮崎県において 1 99 8年~ 20 1 0年に出生した脳性麻痺 (脳性麻痺疑いを含む) 274例の うち 、 r在胎週数32週以上かつ
出生体重 1 ,4 0 0g未満 、 または在胎週数28週以上かつ32週未満｣ の3 1 例 ( 宮崎大学 鮫島 浩 氏の判読による ) のうち 、
= 例が個別審査基準に該当 し 、 かつ除外基準に該当せず補償対象と判断された ( 35 . 5% ) 。
沖縄県のデータに比べ分娩時の低酸素状況に関する情報量がより豊富であるため 、 ｢個別審査の対象となる在胎週数
出生体重の重度脳性麻痺のうち 、 個別審査基準に該当 し 、 かつ除外基準に該当せず、 補償対象となる割合｣ の算出 に
ついて活用 し 、 沖縄県のデータへのあてはめを行ったもの 。
なお 、 宮崎県のデータは重症度が不明であるものの 、 『個別審査の対象となる在胎週数 ･ 出生体重の重度脳性麻痺｣
に掛け合わせているため 、 大きな不整合はないと考えられる 。

①沖縄県沖縄県の調査結果の整理 (使用データは 1 9 9 8年から 2007 年の 1 0年間 )

一般審査の 個別審査の 合計 (参考)
週数 ･ 体重区分 週数 ･ 体重区分

A : 沖縄県での 当該 1 0年間の出生数 1 6 4 , 203人 制 4 1 0人 1 6 5 , 6 1 3 人

B : Aの うち脳性麻痺児数 (全数 ) 1 5 0人 1 0 3 人 25 3 人

C Bのうち重症度該当者数 9 1 人 6 6人 1 5 7 人

D 1 : Cの うち 、 除外基準非該当者数 7 3 人 - 7 3人

D2 : Cのうち 、 個別審査の低酸素基準に

; 沖縄県での 当該 1 0年間の出生数

B : Aの うち脳性麻痺児数 (全数 )

C Bのうち重症度該当者数

D 1 : Cの うち 、 除外基準非該当者数

D2 : Cのうち 、 個別審査の低酸素基 "
該当 し 、 かつ除外基準非該当 の人

23人 23 人

②沖縄県の調査結果による全国バースの推計値算出

一般審査の 個別審査の 合計 (参考)
週数 ･ 体重区分 週数 ･ 体重区分

F : 全国における 2 009年出生数 乱 0 6 0 , 8 5 9人 5 , 9 8 2人 1 , 0 6 6 , 8 4 1 人

※補償対象者数推計値の 5 7 1 人 は 、 沖縄県の脳性麻痺の発生率を2009年の全国の出生数にあてはめて
算出 していることか ら 、 統計学的に見て全国における補償対象者数の真の予測値が含まれる可能性が高いと考え
られる区間 として 、 二項分布の正規近似を用いて得た9 5%信頼区間 。
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｢ 産科医療補償制度 運用 利率に関す る 検討会議 ｣ に つ い て

( 1 ) 概要

補償対象者数が一定数を 下回 っ た場合に運営組織で あ る 日 本 医療機能評

価機構 に保険会社か ら 返還 さ れ る 剰余金 につ い て 、 現行で は返還ま で の期

間 の運用益相 当額が考慮 さ れてい ない が 、 平成 26 年以 降の保険契約 に おい

て運用 益相 当 額 を含む金額 を返還す る 算 出方法に見直す こ と と さ れた 。 そ

の た め 、 有識者か ら 構成 さ れ る ｢ 産科 医療補償制度 運用利率に 関す る 検

討会議 ｣ を設置 し て 、 産科 医療補償制度 の趣 旨等 を踏ま え た適切 な運用 の

あ り 方お よ び運用益相 当 額 の算出方法等 について 1 1 月 1 8 日 と 11 月 22 日

の 2 回 に わた っ て検討を行 っ た 。

( 2 ) 委 員 名 簿

(◎座長 )

氏 名 所属 ･ 役職

荒川 進 あ ら た監査法人 パー ト ナ-

荒巻 淳 有限責任監査法人 ト ーマ ツ デ ィ レ ク タ ー

◎岩本 康志 東京大学大学院 ･ 経済学研究科 教授

藤木 雅彦 タ ワ ーズ ･ ワ ト ソ ン株式会社 デ ィ レ ク タ ー

( 3 ) 会議の実施

概要 開催 日

第 1 回運用利率 に 関す る 検 副 会議 (審議 ) 11 月 1 8 日

第 2 回運用利率 に 関す る 検討会議 (取 り ま と め ) 1 1 月 22 日

( 4 ) 検討結果

別紙 ｢剰余金の運用利率設定の考 え方につい て ｣ の と お り 。

以上
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平成 2 5 年 1 1 月 22 日

運用利率 に 関す る 検討会議

剰余金の運用 利率設定の考え方 に つ い て

1 剰余金の運用 方法

○ 保険会社では 、 複数年 に わ た る 保険契約 に対応す る 資産 につい て 、 将来 、

保険金や返戻金等 を確実 に支払 う た め 、 保険金や返戻金等の支払時期 に運用

資産 の償還期 限 が合 う よ う 、 国 債 な ど の債券 を 中 心 に 運用 す る 、 い わ ゆ る

ALM (As se t L1ab il ity Management / 資産 ･ 負債総合管理) が行われてい

る 。 補償金 を 20 年 に わ た り 給付 し補償対象者数確定後 に剰余金 を返戻す る 本

制度の運用 は 、 ALM に よ る 管理に馴染む 。

○ 剰余金の運用方法は 、 国債 の ほか株式 、 投資信託な ど が 考 え ら れ る が 、 公

的性格の強い本制度において は 、 ALM を前提に 、 信用度お よ び流動性が 高い

日 本国債 をベー ス と した運用 方法を運用 益相 当額算 出 の前提 と す る こ と が 適

切であ る 。

2 . 運用 利率の決定方式 お よ び水準

○ 剰余金 を返還す る ま で の約 5 . 5 年間 の運用利率の決定方式につ き 、 日 本国

債 をベー ス と し た ALM 運用 を前提 と して 、 主 と し て 市場金利変動 リ ス ク の負

担の あ り 方や事務 ロ ー ド の 多寡等 を踏 ま え て比較検討を行っ た が 、 本制度 に

おいて は ｢保険料計上時点 の市場金利 の 実績値を用 い て事後的 に運用利 回 り

を設定す る 方式｣ に よ り 運用利率 を決定す る 方式が適切で あ る 。

○ 具体的 に平成 26 年契約で は 、 平成 26 年 3 月 ~平成 27 年 2 月 の各自 の残存

期 間 5 . 5 年国債利回 り ( 月 末 5 営業 日 の平均利回 り ) の 平均値 を元 に運用利

率が決定 さ れ る 。

運用利率の指標 と な る 基準金利 ( 国債 の利率 ) は 、 流通市場に お け る 固 定

利付国債 の実勢価格に基づい て財務省 が算 出 し公表 し て い る 主要年限毎の 半

年複利金利 を元 に割 引 債 の金利 に変換 し た利率 と す る 。 運用利率について は 、

基準金利か ら 税負担 コ ス ト や投資経費 を控除 して決定 さ れ る 。

(参考 ) 2 0 1 3 年 1 0 月 末時点の金利 を基準に試算す る と 、 剰余金 を返還す る

ま で の約 5 . 5 年 間 の運用利率 (年率 ) は 、 0 . 1 4% と な る 。

以上
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保険会社

物件費

人件費

魚 疎 リ ス ク

対策費

43 .8

(1 3 , 9%)

42 .2

(13 .0 %)

37 .6

{1 1 . 8%)

37 .3

(1 1 9%)

29 . 1

(9 .3%)

29 .6

(9 , 6%)

‘ n n ･ ▲ L

9 . 9

(3 . 1 %)

9 .O

(28%)

7 . 4

(2 , 3%)

7 .5

(2 ,4%)

リ ･7

(3 , 1 %)

10 .6

(3 .4% )

保険会社

物件費

人件費

魚 疎 リ ス ク

対策費

33 .9

(1 0 , 8%)

33 .2

(1 0 .3 明り

3 0 .2

(9 . 5 %)

29 . 8

(9 .5%)

19 .4

(6 .2%)

1 9 . 1

(6 ,2%)

物件費
10 ･ 1

(3 .2%)

10 . 8

(3 .3 ツリ

8 .7

(2 .7% )

8 .6

(2 . 8 %)

5 .3

( 1 7% )

5 , 3

( 1 .7 %)

人件費

･ … - … - ‐ “ ‐ ･ ･ ･ 人 し 目 杁 バ ｣

、 - 、 、 】 -‘

8 . O

(2 , 5% )

6 .5

(2 ,0%)

5 .4

(1 ･7 %)

5 .5

( 1 . フ ツリ

4 .4

( 1 .4%)

4 . 5

(15%)

対策費 平成25年契約 に お いて は 、 補偏対象者数 を仮に
500 人 と して見直 し 。 (平成 26年契約か ら は4 8 1 人

の見込み と し て算出す る 予定 。 ) (5船% ) (4 .9 %) (5 . 1 %) (5 , 0 %) (3 . 1 %) (3 . 0%)

※2 実績見込み

37 .6 37 .3

損保決算概況における支出構成割合
(平成24年度損害保険協会加盟2 6社計 )

各種事務

経費
3 5 ‘ 6%

支払保険
金

64 .5%

｢ 日 本損害保険協会 平成2 4年度損保決算概況について｣ よ り ｢ 平成 2 5年 1 月 開催

支払保険
金

753%

支払保険
金 (補償
金)

9 0 ‐ 7 鵠

産科医療補償制度における支出構成割合
(平成2 5年見込み)

単位 : 億 円

“‘“■‘ ⑥‐② ･ ‐ .禮箋震盪開総勢謡鮑 平成れ 年 平成 2 2 年 平成 2 3 年 平成 2 4 年 平成 2 壽 平成箒
30, 0 0 0 円 ( 保険料 29忠節円 ) を設定 。 3 15 .3 323 .8 3 1 8 . 0 3 l3 .5 3 1 1 .6 3 07 . 1

( 掛金対象分娩数) ‐ 掛金の う ち慢罵鞠籍藝り開鑿籍慶止等 した場 ( 1 , 。 5秘め (亀 p.M .･ ) ( 1 ,鰔 ･,) ( Lo犯78 5 ) GMPM) ( す鱒PM)
※ 1 掛金対象分娩数の予測にもとづく見込み

<平成 2 5年 l o月 末時点 >

(補償対象者数 )

支払猫金
<平成2 5年 1 0 月 末時点 >

之 7 上 ‐5

(8 6 . 1 %)

Z8L6

(87 .0%)

280 .4

(8 8 , 2%)

276 .2

(8 8 , 1 %)

乙さ乙 .5

(9 0 .ブ ッる)

47 7 . 5

(9 0 .4%)

< 平成 2 5年 l o月 末時点 >

(補償対象者数 )

支払猫金
<平成2 5年 1 0 月 末時点 >

･ 平成 2 1 年6 月 に 、 楠僞原資に剰余が生 じ た場
合 、 保険会社か ら 過賞短織に返還さ れる 仕組み
を導入 。
･ 返還 さ れる剰余金に 、 運用利 息は含まれな

し、 一、 寝 ‐ ( - - ･

さ れて返還 される 予定 。 )

･ 剰余金返還の最低水準 と し て補償対象者塾推
計の下限値で あ る 300 人 を設定 . (平成2 6年契約
か ら は最低水準を278人 と す る 予定 。 )

65 .7

(2 1 9人)

205 .8

57 .9

(1 9 3人 )

223 .7

42 .9

(143人)

237 .5

2 1 .O

{70人)

255 .2

,義歯- - - - - - - -“& E 保険会社 盤 評価機構 ｣ C , 物件費 臥件費 蝸り度型スク対策費 -

平成 2 1 年



補償申請等の状況について (平成2 1 年生まれ)

報告件数 (補償 申請書類の請求件数の推移 (平成2 1 年生 まれ) )

一 大 〕- - - →“ 靜 - - 平成24年 一…平成25鱈覆弊逢鞍雲霧薹鬮讓慕詫癈覇淺覊購瀰覊讓鬮讓轢き覊騨
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き三潴岬電嵩も二壽警報幇間耕さ【豊島さき幹事幇“ - - - A E - - , - - - -

( “

月

別

　　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　　　 　 　　　

1 月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 1 0 月 1 1 月 l 2月

申請件数 (補償 申請書類の受付件数の推移 (平成2 1 年生 まれ) )

　　 　　　　　　　　　　　　
i" ‐ - - -

雷 三三曇誓幸 三三 - 、 --=音量 ‐ ‐ ~- ゞ一 軒-聖書 もぶち - - 富三 - こ こ 計量申せ- - ‐ : ′ - - - 、 ′ > ゞ ＼ ＼ 、 t
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対象件数 (補償対象者数の推移 (平成21 年生 まれ) )
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補償申請等の状況につ いて (全出生年 )

報告件数 (補償 申請書類の請求件数の推移 (全 出 生年) )
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1 月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 1 0月 1 1 月 1 2月

申 請件数 (補償申請書類の受付件数の推移 (全 出生年) )

　 　　 　

ず ‐ 平成24年 --平
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対象件数 (補償対象者数の推移 (全出生年) )
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今後の報告件数 (補償申請書類の請求件数) の賜雌移見込み

メ ー平成2 5年 1 1 月 末 (見込み )

馬 /＼ ‐ 平成25年 1 2 月 以降 (見込み1 )
3“ / ＼ - 平成25年 1 2月 以降 (見込み2)
第 / てき 、 ~

“! 》 / ＼""＼、
、 、、、、 、

き ふ き 令 浄 合 急 き い き き ふ き 令 ふ き 令 ふ さ ふ さ き ふ き
、5 勺も

見込み 1 : 1 1 月 は 1 1 /25現在 十 α ( 比例 ) 、 1 2 月 は横ばい。 年明 け以降は毎月 1 月 2ずつ減少。
見込み2 : 1 1 月 は= /25現在十 α (比例 ) 、 1 2 月 は今年刊 ヶ月 間の平均値。 年明 け以降は毎月 レ1 2ずつ減少 。

今後の補償 申請の見込み
0 I 月 末見込み (補償対象者の確定性数十審査中の件数十 申請準備中 の件数十保護者ア ン ケー ト ) +今後の報告件数の累計推移見込み〕

2"" ‐

簔
690 一--

5“ ノノ/ “ チ チ ノ 一

驚 ノノノノノ/ = "議蹴縫き昼強沈溺
叩戌2 5年 1 1 月 末 (見込み )
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““ }
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き令 令 合 計 急 ご 朴 き さ き ふ も故ふ 令 会 合 浄 ご 令 き き き き "会
※注意 : 以下の要素は加味されていない 6
･ これまでの実績では 、 報告件数 (補償申請 ± ‐- れ "古 或 者数 ) の 内 、 約85%が 申請に至っている 。 また 申 請された事業の内 、 審
査の結果約90%が補償対象となっている 。

ー 平成2 5年 1 1 月 末 (見込み )

… 平成25年 1 2 月 以降 (見込み1 )

一 ･ 平成25年 1 2月 以降 (見込み2)/ ＼
/ ＼
/ てき 、 ~

/ ＼＼ ＼＼
人/ 、＼ 、 、＼ 、、 ‐

/ ＼ 、、 、、、、 、
ノ 、 、

＼＼~~

見込み 1 : 1 1 月 は 1 1 /25現在 十 α ( 比例 ) 、 1 2 月 は横ばい。 年明 け以降は毎月 1 月 2ずつ減少。
見込み2 : 1 1 月 は= /25現在十 α (比例 ) 、 1 2 月 は今年刊 ヶ月 間の平均値。 年明 け以降は毎月 レ1 2ずつ減少 。

ぼけ
690 一--
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驚 ノノノノノ/ = "議蹴縫き昼強沈溺
叩戌2 5年 1 1 月 末 (見込み )
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令 令 合 計 令 さ 朴 き い き 急 ぎ " 令 会 合 令 念 へ今 き き き き "会
~h - ℃も

メ ノ こ こ こ こ 〆〆 こ こ ニ ニ ニ ニ ー - -
ノノノ チ チ チ ノ ー

- - 平成25年 1 2月 以降 (見込み 1 )

一 平成25年 1 2月 以降 (見込み2 )

叩 戌2 5年 1 1 月 末 (見込み )

※注意 : 以下の要素は加味されていない 6
･ これまでの実績では 、 報告件数 (補償申請 ± ‐- れ "古 或 者数 ) の 内 、 約85%が 申請に至っている 。 また 申 請された事業の内 、 審
査の結果約90%が補償対象となっている 。

※注意 : 以下の要素は加味されていない 6
･ これまでの実績では 、 報告件数 (補償申請 ± ‐- れ "古 或 者数 ) の 内 、 約85%が 申請に至っている 。 また 申 請された事業の内 、 審
査の結果約90%が補償対象となっている 。
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【 日 本産婦人科医会1

日
日
目
日

･ 学術集会において 、 ｢産科医療補償制度の補償対象の範囲についてJ と題した文 平成24年 1 0月
書が配布 ･説明された。

･ 日 本産婦人科医会ホームページに 、 ｢産科医療補償制度の補償対象の範囲につ 平成24年 1 0月
いて ｣ と題した文書が掲載された 。

･ 日 本産婦人科医会報に 、 補償申請期限の周知に関する文書が掲載された。

･ 『 産科医糠補償制度の申請期限は満5歳の誕生 日まででず｣ と題したチラシが会
員に送付された 。

･ 日 本産婦人科医会ホームページに 、 補償対象となった参考事例が掲載された。

･ ｢補償対象となった参考事例 ｣が会員に送付された。 平成2 5年9 月

【 日 本産科婦人科学会 】

. 学術集会において、 ｢産科医療補償制度の申請期限は満5歳の誕生 日 までです｣ 平成25年5 月
と題したチラシが配布された。

平成2 5年8 月

【 日 本助産師会】

･ 日 本助産師会理事会 ･ 代表者会議において 、 ｢産科医療補償制度の補償対象の 平成24年m 月
範囲について｣ と題した文書が配布 ･説明された。

･ 日 本助産師会の機関誌 ｢助産師｣に 、 ｢補償対象の考え方と参考事例｣ と題した文 平成26年2 月
書が掲載された 。

･ ｢産科医療補償制度の申請期限は満5歳の誕生 日まででず｣ と題したチラシが会 平成25年2 月
員に送付された 。

･ 学術集会において ｢産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 までです｣ と 平成25年5 月
題したチラシが配布された 。

･ 日 本助産師会ホームページに 、 補償対象となった参考事例が掲載された。

寸補償対象となった参考事例肋を会員に送付された。

. r産科医療補償制度の申 請期限は満5歳の誕生 日まででず｣ と題 したチラシが会 平成2 5年4 月
員に送付された 。

･ ｢産科医療補償制度の 申 請期限は満5歳の誕生 日まででず｣ と題したチラシが会 平成25年3 月
員に送付された。

･ ｢産科医療補償制度の補償対象について｣ と題した文書を送付した 。

平成24年 1 0月

平成24年 1 2月

平成25年 1 月

平成2 5年2 月

平成25年8 月

平成25年 f o月

平成24年 1 1 月
平成2 5年 1 月

平成2 5年2 月

平成25年8 月

- - - - - - - - - - - - “ - - - ‐ -

平成2 5年9 月

･ 産科医療補償制度Webシステムのインフォメーショ ン画面に、 補償申請期限の岡 平成25年 1 月
知に関する注意喚起文書を掲載した。

･ 『産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日までです｣ と題したチラシおよ 平戒2 5年2 月
ぴポスターを送付した 。

. 補償対象となった参考事例および補償申請の事務に携わる担当者向 けの文書を 平成25年8 月
送付した 。
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州 I日 概△

児に関わる機

、医療関係者

神経学会
･ビ リテーション

日 本重症心身障害学会

･ 日本小児神経学会ホームページに 、 ｢補償対象の考え方と参考事例｣ と題した文 平戍24年m自
害が掲載された。

･ ｢産科医療補償制度の申請期限は満5歳の誕生 日 までです｣ と題したチラシが会 平成2 5年2 月
員に送付された。

･ 学術集会において、 ｢産科医療補償制度の 申 請期限は満5歳の誕生 日 まででず｣ 平成25 年5 月
と題したチラシが配布された。

･ 日 本小児神経学会ホームページに、 補償対象となった参考事例および補償対象 平成25年7 月
の範囲と考え方に関する文書が掲載される と ともに 、 会員へメール送信された。

本リ ハビリテーション医学会】

･ 日 本リハビ リテーション医学会ホームページ f こ 、 r補償対象の考え方と参考事例 ｣ 平成24年 1 1 月
と題した文書が掲載された 。

･ ｢産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 までです｣ と題したチラシ カミ会 平成25年2月
員に送付された 。

平成24年 1 1 月

平成25年2月

平成25年8 月

･ 日本未熟児新生児学会ホームページに 、 ｢補償対象の考え方と参考事例 ｣ と題し
た文書が掲載された。

･ 学術集会において、 ｢診断協力医レター第3号｣が配布･ 説明された。

寸産科医療補償制度の申請期限は満5歳の誕生日 までです｣ と題したチラシが会
員に送付された。

･ 補償対象となった参考事例 、 補償対象の範囲と考え方に関する文書、 申請期限 I
関するチラシが会員に送付された。

日 本凋産期 ･ 新生児医学会 】

･ 日 本周産期 ･ 新生児医学会ホームページに『産科医療補償制度の 申 請期限は満
5歳の誕生 日 までです｣ と題したチラシが掲載された。

･ ｢産科医療補償制度の 申請期限は満 5歳の誕生 日まででず｣ と題 したチラシが会 平成25年2
員に送付された 。

. 学術集会において、 ｢産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 まででず｣ 平威25年7 月
と題したチラシが配布された。

平成2 5年 7 月

日本小児科医会】

･ 日本小児科医会ホームページに、 ｢産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕 平成25年8 月
生 日 までです｣ と題したチラシが掲載された 。

日 本小児科学会】

･ 日本小児科学会ホームページに 、 ｢産科医療補償制度の 申 請期限は満5歳の誕 平成25年3 月
生 日 まででず｣ と題したチラシが掲載された 。

･ 日本小児科学会報に、 補償申請期限の周知に関する文書が掲載された 。 平成25年4月

･ 学術集会において 、 『産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 までです｣ 平成2 5年4月
と題したチラシが配布された。

【 日 本小児総合医療施設協議会】

･ ｢産科医療補償制度の申請期限は満5歳の誕生 日 まででず ｣ と題したチラシが協 平成2 5年3 月
議会員に送付された。

【 日 本重症心身障害学会 】

‐ 学術集会においてJ補償増8盛った参考事例溥が配布された G

平成2 5年3 月

平成25年8 月

平成25年9月

平成24年= 月

平成25年2月

平成25年3 月

平成25 年8 月

平成25年 1 月

平成2 5年 1 月

平成25年2月



郭▼ ‐ : ‘ “ ^

　 　 　 　　 　 　

･ r産科医療補償制度の申 請期限は満5歳の誕生 日 まででず】 と題したチラシが会
員に送付された 。

協会の会員施設を通じ 、 補償対象と考えられる児の保護者に制度の案内を行っ
た。

･ 協議会の会員施設を通じ 、 補償対象と考えられる児の保護者に制度の案内を
行った 。

･ 協議会の会員施設を通じ 、 補償対象と考え られる児の保護者に制度の案内を
行った。

･ 連絡会の会員施設を通じ 、 補償対象と考えられる児の保言護者に制度の案内を
行った。

･ 協議会の会員施設を通じ 、 補償対象と考えられる児の保護者に制度の案内を
行った 。

【全国重症心身障害 日 中活動支援協議会】

･ 協議会の会員施設を通じ 、 補償対象と考えられる児の保護者に制度の案内を
行った。

･ ｢診断協力 医レター第3号｣ を金診断協力 医に送付した 。

平成25年3 月

平成2 5年8 月

平成2 5年8月

平成25 年8 月

平成25年 8 月

平成2 5年9 月

平成25年 1 0月

. 『産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日までです｣ と題 したチラシを全 平成2 5年5 月
診断協力 医に送付した 。

･ ｢診断協力 区レター第4号｣ を金診断協力医に送付した。

･ ｢小児科学レクチャー｣ に 、 制度概要 、 補償対象の考え方 、
関する文書が掲載された。

･ r助産雑誌｣ に 、 補償申 請期限の周知に関する文書が掲載された .



脳性麻痺児の保護者 ･ ｢産科医療補償制度の 申請期限 -ま満5歳の誕生 日 までです｣ と題 したチラシおよ
びポスターを市区町村の母子健康手帳交付窓 口 ･ 福祉手当 申請窓 口 に送付した 。

･ 厚生労働記者会および厚生 日 比谷クラブに 、 補償申請期限の周知に関する文書
を配布した 。

に関する事務連絡文書が 自治体および関係団

制度概要、 補償対象の考え方 、 補償申請期限の周 平戒2 5年4月

･ 全国重症心身障害児 (者 ) を守る会の会報誌に、 制度概要 、 補償対象の考え方 、
補償申請期限の周知こ関する文書が掲載された 。

･ 全 国社会保険協会連合会の会報誌に、 制度概要、 補償対象の考え方、 補償申 請
期限の周知に関する文書が掲載された。

･ 補償申請期限の周知に関して 、 ラジオ広告を行った 。

･ 制度概要、 補償申請期限の周知に関して 、 各新聞に記事が掲載された 。

･ 本制度ホームページに、 楠横対象の考え方 、 補償申 請期限の周知に関する文書 平成25年4月
が掲載された。

･ 政府広報オンラインに 、 制度の紹介や補償申 請手続き等が掲載された 。

･ 全国6 9紙に 、 補償申請期限の周知に関する政府広報が掲載された。

･ 厚生労働省の広報誌｢厚生労働 ｣ に 、
れた 。

･ 読売新聞 ｢論点 ｣ に 、 補償申請の促進に関する記事が掲載された 。

･ 全 国主要紙に、 補償申請期限の周知に関する突出し広告を掲載した。

･ 制度概要、 補償申請期限の周知に関して 、 各新聞に記事が掲載された 。

･ 全国肢体不 自 由児 (者 ) 父母の会連合会の会報誌に 、 制度概要、 補償対象の考 平成25年 1 0 月
え方 、 補償申請期限の周知に関する文書が掲載された。
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鯵考資料 1 -

f 重 要 毛
平成 25 年 1 2 月 吉 日

会員各位

公益社団法人 日 本産婦人科医会

会 長 木 下 勝 之

産科医療補償制度 補償申請漏れ防止に向 けたお願い

拝啓 時下ますますご清祥の段、 お慶び 申 し上げます。 平素は本会の事業運営

に ご協力 を賜 り 厚 く 御礼 申 し上げます。

さ て 、 ｢産科医療補償制度｣ の補償 申請期限は児の満 5 歳の誕生 日 ま でであ り 、

補償対象 と 考え られる脳性麻痺児が 、 満 5 歳の誕生 日 を過 ぎたた め に補償を受

け られな く な る事態は 、 何 と して も 防が な く てはな り ません。

会員の皆様には以下の点について改めて ご留意 く だ さ います よ う お願い 申 し

上げます。

霊満 5 歳の誕生 日 を過ぎてか ら の補償申請は受付で き ません 。

平成 21 年生まれの児は 、 平成 26 年 1 月 よ り i順次補償申請期限を迎え る こ と

と な り ます。 例 えば平成 21 年 1 月 1 日 生まれの児は平成 26 年 1 月 1 日 が 申請

期限 と な り ます。 満 5 歳の誕生 日 を過ぎてか ら の補償申請は受付け る こ と がで

き ないため 、 平成 21 年 1 月 生まれの児については 、 早急に補償申請手続き を行

っ ていただ く 必要が あ り ます。

圏今一度 、 ｢参考事例 ｣ 、 ｢補償対象の範囲 と 考え方 ｣ を ご確認 く だ さ い 。

本年 9 月 に会員の皆様へ 『産科医療補償制度 補償対象 と なっ た参考事例｣

を 当会 よ り 送付 しま したが 、 こ の 中では 『分娩中 の異常や出生時に仮死がない

場合で も補償対象 と な っ た ｣ 、 ｢先天性や新生児期の要因が あ る場合で も補償対

象 と なっ た ｣ と い う 事例な ど 、 補償対象外 と 思われ る よ う な事例で も補償対象

と な っ てい る ケース が あ る こ と が紹介 さ れています。 ｢産科医療補償制度 補償

対象 と なっ た参考事例 ｣ は 当会の会員専用 ホームページに も 掲載 しています。

ま た 、 産科医療補償制度ホームページにおいて 、 補償対象基準や対象 と な ら

ない基準 (除外基準) 等を記載 した 『補償対象の範囲 と 考え方｣ が紹介 さ れて

います。

会員の皆様におかれま して は 、 あ ら た めて ｢参考事例 ｣ お よ び ｢補償対象の

範囲 と 考え方｣ を ご確認 く だ さ い。
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囲 申請漏れが生 じ な い よ う 丁寧な対応 と 確認の徹底を お願い し ます 。

万一 、 ｢分娩中 の異常や仮死がない と補償対象 と な ら ない ｣ 、 ｢先天性や新生児

期の要因が あ る と 補償対象 と な ら ない｣ 、 ｢満 5 歳の誕生 日 を過ぎて も補償申請

の受付はでき る ｣ と い っ た説明 を行っ た こ と るこ よ り 申請漏れが生 じた場合には 、

脳性麻痺児 と その家族が補償を受 け ら れな く な る だけ ではな く 、 そ の家族 と の

間で ト ラ ブル と な る 可能性が あ り ます。

実際に こ の よ う な説明 を行っ ていたケース が あ り ま したので 、 申 請について

相談を受 けた場合は早計に判断せず確認の徹底をお願い しま す。

なお 、 現在制度の見直 しに関す る議論が行われてお り 、 補償対象基準等が変

更 と な る 可能性が あ り ますが 、 変更後の基準等は平成 27 年 1 月 以降に出生 した

児に対 して適用 されますので、 ご留意 く だ さ いますよ う お願い します。

囲不明点等があれば制度専用 コ ールセ ン タ ーまで連絡 して く だ さ い 。

補償申請漏れを防止する ため に 、 補償対象 と 考え られ る 児がお られま した ら 、

補償申請をぜひおすすめ く だ さ い。 ま た ｢ こ の よ う なケース は補償対象 と な る

のか｣ と い っ た疑問や、 補償対象 と な る範囲の詳細お よ び具体的 な手続き な ど

に関する不明 点等が あ り ま した ら 、 産科医療補償制度ホームページを ご覧いた

だ く か、 産科医療補償制度専用 コ ールセ ンタ ーへご相談 く だ さ い 。

なお 、 以下の資料を 同封 させていただき ます。

･ 産科医療補償制度 補償対象 と なっ た参考事例

･ 産科医療補償制度 重症度に 関する参考事例

･ 補償対象の範囲 と 考え方

敬具

産科医療補償制度専用 コ ールセ ン タ ー

フ リ ー ダイ ヤル 0 1 20‐3 3 0‐ 6 3 7 受付時間 : 午前 9 時~午後 5 時 (土 日祝除 く )

産科医療補償制度ホームページ

g一産科医療補償制度 匡議嚢芝割 htt"/搬瀕kをhp . iqho . αJ p/
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陵考資料劉

篩 ◎ 平成 25 年 8 月 1 2 日

◎ 産科医療補償制度 公益財団法人日本医療機能評価機構

申請期限は満5歳の誕生日までです

/ 〆 離 爛 曜 癩 繍 臘 制 讓 ･

舳 .纜 衞 壕 艦 癰 鯵 薙 癈 籠 暮 讓
、 ‐ ‐ - - ‘ ← ′

補賞対象外と重 っていませんか ? 探りていませんか ?

ぜひご相談ください

産科医療補償制度の 申請期限は、 満 5 歳の誕生日 まででず。 補償対象 と 考 え られる児が満 5 歳
の誕生日 を過ぎた ために 、 補償を受け る こ と ができな く なる事態が生 じ る こ と のな い よ う 、 運営
組織で あ る 日 本医療機能評価機構では、 現在、 補償申請の促進に努めて いる と こ ろ です。
しか しながら 、 今般 と り ま と め られた医学的調査専門委員会報告書によ る と 、 補償対象者数の

推計値は年間 48 1 人 と され、 本制度が創設された平成 2 1 年に生まれた児にお ける現時点 (平成
25 年 7 月 末) の補償対象者数 208 人を大き く 上回っ て います。 その こ と か ら 、 補償対袋 ヂ覇密
される 口事こ ご: 一美 る 膵が、 いまだ多 く 申請されす ぎ-戒 ノて いる も の と 等 え られます.

本制度の補償対象の範囲 と考え方に ご理解いただける よ う ~ 補償対象 と な っ た参考事例を ご紹
介 し ます。 これを ご参考に、 こ れまで補償対象外と思ってお られた事例につ いて も 、 専用 コール
セ ン ター (TEL : 0 1 20 ‐3 3 0-637 ) までお気軽にお問い合わせ く だ さ い。

このような事例も補償対象となっています

◇分娩中の異常や出生時の仮死がない場合でも 1m 1

在胎週数 3 3 週以上か つ出生体重 2 ,o o og 以上の場合は 、 分娩中の異常や出生時の仮死が認め
ら れな く て も 、 参考事例@、 参考事例②の よ う に補償対象 と な っ た事例があり ま す。

◇先天性の要困がある場合でも 鯏 ･

児の先天性の要因が重度の運動障害の主な原因で あ る こ と が明 ら かな場合は補償対象 と な り
ま せんが、 先▲ 性の嬰 出 せ 該当する ･家 主等があ っ て も それが 壁 南の . 古 なJ 土な . 1腺 困 じ
あ る こ と が明 ら かで な い場合は 、 参考事例③か ら参考事例⑧の よ う に、 補償対象 と な っ た事
例があ り ます 。

◇新生児期の要因がある場合で も 1M E

分娩後に~ 新生児期 の要因が重度の運動障害の主な原因で あ る こ と が明 ら か な場合は補償対
象 と な り ませ んが、 の - “ " : ‐ 発症 し た 富沫土な ど があ っ て も 、 滋 幇 チ ハ 放 と i 』 ｣歯 係に冴. 片
し た こ と が明 ら かで な い場合は 、 参考事例⑨か ら参考事例⑪の よ う に補償対象 と な っ た事例
が あ り ま す。

[お問 い合わせ先] 産科医療補償制度専用 コ ールセ ン タ ー

フ リ ー ダイ ヤル 0 120‐330‐ 637 く受付時間午前 9 時~午後 5 時 (土 日 祝日 除 く ) 〉

/ 〆 離 爛 曜 癩 繍 臘 制 讓 ･

舳 .纜 衞 壕 艦 癰 鯵 薙 癈 籠 暮 讓
、 ‐ ‐ - - ‘ ←

在胎週数 3 3 週以上か つ出生体重 2 ,o o og 以上の場合は 、 分娩中の異常や出生時の仮死が認め
ら れな く て も 、 参考事例@、 参考事例②の よ う に補償対象 と な っ た事例があり ま す。

児の先天性の要因が重度の運動障害の主な原因で あ る こ と が明 ら かな場合は補償対象 と な り
ま せんが、 先▲ 性の嬰 出 せ 該当する ･家 主等があ っ て も それが 壁 南の . 古 なJ 土な . 1腺 困 じ
あ る こ と が明 ら かで な い場合は 、 参考事例③か ら参考事例⑧の よ う に、 補償対象 と な っ た事
例があ り ます 。

分娩後に ~ 新生児期 の要因が重度の運動障害の主な原因で あ る こ と が明 ら か な場合は補償対
象 と な り ませ んが、 の - “ " : ‐ 発症 し た 富沫土な ど があ っ て も 、 滋 幇 チ ハ 放 と i 』 ｣歯 係に冴. 片
し た こ と が明 ら かで な い場合は 、 参考事例⑨か ら参考事例⑪の よ う に補償対象 と な っ た事例
が あ り ま す。
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産 科 医 療 補 償 制 度 参 考 事 例 j
r補償対象｣ の一例として 、 ご理解しやすいように参考事例を作成しました 。

実際の審査は審査委員会において個別 に審査します。

- 一般審査 (在胎週数33週以上かつ出生体重2 ,000g以上 ) につ し 、て
召 、 ′ し . ヘ ミ ゾ ノ r " ‐ - 弍 ト ′ - ‐ ′ - - - 、 - - “ - - ｣ - - . ‘ - - - - - .

ご留音いただきたい事項

. -

参 考 事 例
｣

′

乙カト
1 又

･ 対

娩中の異常や出生時の
死がない場合でも 、 補償
象となる可能性がある 。

事例①

胎週数39週 、 出生体重3 , 3 0 0 g 、 仮死なく 出生。 分娩前後に特に異常はな
った。 入院時の小児科診察で異常なく退院。 1 ヶ月 健診時に頭園の発育
良を認めたため 、 頭部CTを施行したところ多嚢胞性脳軟化症を認めた。
らかな先天性の要因 、 新生児期の要因は認めず、 また頭部画像所見から

不 U ノ瀞 戸 ‐ 日 和 できないことから 、 除外基準には該当し分娩中の: 臥 ^
いと判断された。

事例②

胎週数38週 、 出生体重3, o o og、 仮死なく出生。 1ヶ月 健診時に体重増加
良を認め 、 以後 、 発達遅滞も認めた。 また 、 生後6ヶ月 頃に軽度のてんか
を発症した。 てんかんについては容易にコントロール可能であり 、 重度の

. ･ 舌 ' '｣±を陣関 しは言えないと判断された。 また、 脳性麻痺の発症時
は特定できず 、 明 らかな先天性の要因 、 新生児期の要因は認めないこと
ら、 除外基準には該当 しないと判断された。

2

鵡奇形等があっても 、 分娩
コ の要因による影響があ
〉 と考えられる場合は補償
対象となる可能性がある 。

事例③
自営奇形

一 ^ 、嵐 出生体重3 , 1 0 0 g 、 吸引分娩で出生。 重症新生児仮死を認
一" . - 利 く為 シた。 頭部に孔脳症はあったた。 の 柊教し参 ◆彰て は 叢稲 計 作ん 一

、 分娩時には繖立胎盤早期剥離があり 、 画像所屈ま低酸素虚血を呈し
状態に矛盾しないとされた。 孔脳許が た r - .…謡 . 鼓 分からず、 ま
それが重度の運動障害の主な原因であることが明 らかではないため 、 除
‐基準には該当しないと判断された。

事例@
(染色‘フ
異常 )

胎週数3 6週 、 出生体重2 , 3 0 0 g 、 常位胎盤早期剥離疑いのため緊急帝王
開で出生。 重症新生児仮死を認め 、 頭部画像検査では低酸素 ･ 虚血を
す所見を認めた。 染色体検査において2 1 トリソミーを認めたが 、 分娩中の
況や頭部画像所見等から判断すると 、 この染色体異常が重度の運動陣

蕁の主な原因であるとは言えず、 除外基準には該当しないと判断された。

事例q
(先天異

在胎週数3 7週 、 出生体重2 , 8 0 0 g 、 目伴 □ … ↑仝“ た 屋游 .な せ工切開で辻
生。 重症新生児仮死を認めた。 先天性心疾患を認めるが 、 出生時の仮死状
態に先天性心疾患の影響が加わった状況であると考えられることから 、 先天
性心疾患が重度の運動障害の主な原因であることが明 らかではないため 、
除外基準には該当 しないと判断された。

3

脳奇形等があっても 、 そ0
程度や部位等によっては
除外基準に該当せず 、 補
償対象となる可能性があ
る 。

事例ぐ
(脳奇 チ

在胎週数40週 、 出生体重2 , 9 0 0 g 、 経腟分娩で出生。 新生児仮死を認めた
頭部画像検査では先天性下垂体低形成を認めたが 、 これが重度の運動胚圃

主 1言えず 、 除外基準には該当 しないと判断された。

66 産科医療補償制度
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4

可らかの先天異常が疑わ
れる場合でも 、 明らかな疾
患等が特定できない場合
は 、 補償対象となる可能性
がある 。

事例⑦

胎週数38週 、 出生体重2, 8 00 g 、 仮死なく出生。 外表奇形、 精神運動発達
滞、 難治性てんかんがあることから 、 先天性要因の可能性が考えられた
、 確定診断には至らなかった。 運動障害の主な原因として明 らかな先天
常等は認めず、 除外基準には該当 しないと判断された。

事例⑧

在胎週数3 3週 、 出生体重2 , 6 0 0 g 、 仮死なく 出生。 分娩機関においてTTTS
(双胎間輸血症候群) の疑いあり と診断された。 出生前の胎内での慢性的な
血流障害の影響も考えられるが 、 出ユ‐" - !膨れ ,じ魅異 常は明 らかでなく 、

~〆] … ･ ÷ 古による脳障害であると考えられることから 、 除外出生前俊秀 を uL 一 [
基準には該当 しないと判断された。

5

分娩後の感染症等があっ
ても 、 それが妊娠 ･ 分娩と
無関係に生じたことが明 ら
かでない場合は 、 補償対
象となる可能性がある 。

事例⑨
(感染症 )

E胎週数39週 、 出生体重3 , 3 0 0g、 仮死なく 出生。 入院中は特に異常を認め
ぶ退院したが 、 日 齢1 2に全身状態悪化を認めたため受診。 GBS感染による

〃 勝 ‘ - 〆 慢 燐 ÷ じが 【1RQ膜炎 、 敗血症と考えられた。 36週時の母体 “ 【 ' ^ 洲 J ' ‐
-性であった。 分娩後に発症した髄膜炎、 敗血症であるが 、 感染経路は特
できず、 母体が妊娠後期にGD O腸 辻 g7ノたこと等から考えると 、 分娩と
槐 ア寧孵 L だ 三人 敗血症であることが明 らかとは言えないため 、 除

‐基準には該当 しないと判断された。

事例⑩
(呼吸停止)

在胎週数39週 、 出生体重3 , 200g、 仮死なく 出生。 早期新生児期 (※湧こ起
こった呼吸停止による脳障害から 、 重度の運動障害が生じた。 重度の運動
障害の主な原因は出生後に生じた呼吸停止と考えられたが 、 総合的に審議

" 髓 ゞ ったことが明らかであるとした結果、 この呼吸停止が分蛉シ 報 信 一 ･ ･
は言えず、 除外基準には該当しないと判断された。
(※) これまでに 、 生後4 日 暮なJ 圦停 IH全 内 川 ん .禰 雲対 象となった事例
がある。

事例⑰
( てんかん)

在胎週数3 8週 、 出生体重2 , 8 0 0 g 、 仮死なく 出生。 日 齢7~ 日 齢 1 0項より顔
面けいれん様のエピソードを認め 、 生後1ヶ月 に大 田原症候群と診断され
た。 人 - . ′ ▼ 上 山 ぐめった。 分娩後に発症した榑I ,

大 田原症候群であるが 、 先天性の要因となり得る脳の形態異常や遺伝子異
常は認められず、 分娩と無関係に発症したことが明らかとは言えないため 、
小ハ ー ･ g M 一 三 しないと判断された。

6

重症度に関して 、 動作 ･ 活
動の状況や所見を総合的
に判断し、 将来の実用的
歩行獲得の可能性が低い
と考えられる場合は 、 補償
対象となる可能性がある 。

事例⑪

在胎週数3 9週 、 出生体重3 ,40 0g 、 仮死なく 出生。 3歳時の診断において、
つかまり立ちが可能とされていたが 、 これは上肢の力で代償していると考え
られること 、 また交互運動を伴う 四つ這いが不可能であることから、 将来の実
用的な歩行獲得の可能性は低いと判断された。
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前置胎盤、 常位胎盤早期
剥離、 子宮破裂 、 子癇、 臍
帯脱出等、 分娩時の具体
的なエピソードがない場合
でも 、 補償対象となる可能
性がある 。

事例⑪

在胎週数32週ご出生体車上800gゴ 胎動減少の 自 覚あり 、 胎児心拍数ギニタ
およびエコ*所見よりN軸sと診断され緊急帝王切開となった6 新生児仮死
を認めたご補償対象基準の二二(二)に記載されている前置胎盤、 常位胎 -
盤早期剥離きテ官破裂ミ ミ ギ癇 ゞ臍常態 r - - “を { 日& 6hかTyソ÷ドはなかっ
た力ま胎児心拍数モニタではき心拍数基線細変動の消失および子宮収縮
の5 0 9知れ鷲山究 り る"九繊麗 : ‐ ‐ ‐ - 、 勃然基準に該当ずざと判断さ
れたら

2

分 の ‘拝樅萎鱗塀券毒

事例⑭

在脂週数3 1週 、 出生体重1 , 7 0 0 g。 自 宅にて分娩が急速に進行し、 救急車を
要請した。 救急隊が医師の電話による指示のもと介助を行い (分娩機関管
理下) 、 児を娩出した。 胎児心拍数モニタ ーま施行できず、 臍帯動脈血採取も
できなかった。 分 み る 一群 - ′ 椹 ず ! 漁れた消防署長名 の文書によると 、 現場で
の活動として、 ｢ ロ 腔および鼻腔の吸引 、 臍帯結紮 、 臍帯切断等を電話によ
る医師の指示の基に実施する ｣ との記載があり 、 また新生児の観察として、
｢心拍触知不能、 自 発呼吸なし、 筋緊張なし (全身) 、 刺激 (吸引 時) に対す
る反射興奮性なし、 顔色チアノーゼ、 アプガースコア0点を確認する ｣ との記
載があった。 この文書等をもと Iこ審査したところ 、 分娩中 に所定の低酸素状
況が生じていたことは明 らかであり 、 基準に該当すると判断された。

事例⑮

在胎適数霧週 、出生体重1 づ 60 0 gポプラによる徐脈確認後 ゞ ただちに緊急
帝王切開とならだ。 新生児仮死を認めた。 胎児b拍数モニタは施行でき
ず、 臍帯動脈瞳のPH鰹野江以上であったが 、 桝 -

" ~ ユ - 〒 ‐ ‐ - ‐ ‘ … キ 哉 蜥きれておりゞまたアプガースコアからは重度仮死
であり 、 吸引やバッグ ･ マスク、 気管挿管等の蘇生に対する反応が悪かつ
地頭部画像においても低酸素状況を示す所見を認めたこと等から 、 分娩
中 に所定の低酸素状況が生じていたことは明 らかであり ゞ 基準に該当ずる と
判断されたま

朝するデータがない場合で
も 、 以下の①~③をすべて
満たしていると判断できる
場合は 、 補償対象となる可
能性がある 。

①緊急性に照らして考える

と、 データが取れなかった

こげこやむを得ない合理
的な理由 がある。

②診療録等から 、 低酸素
状態が生じていたことが

明 らかであると考えられる。

③もしデータがあれば、 明 ら
かに基準を満たしていたと

考えられる。

事例⑱

在胎週数33週 、 出生体重1 , 8 0 0 g 、 母体びノカ凶 i 鞠 鞭 }ス小 雪 片止後約2時間
に緊急帝王切開で出生。 新生児放り適応の火。 心肺停止時にドッブラにて
確認した胎児心 射影“三 一 ‐き‐ や ･ の “浄 - 臍帯動脈血pH値は7 , 1 以上で
あり 、 母体心拍再開後 、 帝王切開前の胎児心拍数モニタでは心拍数基線

一 . ･ 二M うるものの 、 補償対象基準三一 (二) に該当する胎児心
拍数パターンは認められなかったが 、 母体入院時の血液ガス分析値では強
いアシドーシスを認めたことから 、 胎児への影響も考えられるとして補償申請
された。

分娩前の胎児心拍数モニタの所見は基準を満たしていないが 、 母体の心
市停止により胎児は低酸素血症、 酸血症に陥っていたと考えられ、 母体心
南停止時にドップラで確認された徐脈を胎児心拍数モニタにて記録できて
いたら 、 心拍数基線細変動の消失を伴う持続する徐脈であった可能性が極
めて高いと考えられることから 、 基準に該当すると判断された。

･

3

鞆 瞑対 象基準に該当する
台児心拍数パターンは認
り られない場合でも 、 分娩
中 の低酸素状況が生じて
、たことが明らかと判断さ
包る場合 、 補償対象となる
汀能性がある 。

事例⑰

在胎週数3 1週 、 出生体重1 , 6 0 0g、 胎動減少の 自 覚あり受診した後 、 胎児機
嵩テム 参 らす にて緊急帝王切開となった。 新生児仮死を認めた。 臍帯動脈

EPH値は7 . 1 以上であり 、 分娩前の胎児心拍数モニ外とおいて補償対象基
鱒二 - (二川こ該当する胎児心拍数パターンは認められなかったがミ 徐脈が
莚認できな く とも胎児機能不全と判断すべき事例であったとし ･ ふ た 賞 申 請さ
れた。

分娩前の胎児心拍数モニ刻こおいては 、 心拍数基線細変動の消失を認
め 、 また子宮収縮が出現していないが診 R府 警 ~ 朔 ･ ご こ 期の があ り 、 仮に子
宮収縮が出現していれば 、 補償対象基準二一 (二) に該当 する胎児心拍数
バタ｣ンを認めた可能性が極めて高いと考えられることから 、 基碆こ該当 す
ると判断された。

4

VLがあっても 、 臍帯動脈
qp H値または胎児心拍数
きニタの所見が基準に該
当すれば、 補償対象となる
胸皀性がある 。

事例⑩

注胎週数30週 、 出生体重し200g 、 常州 肘 三 軍 需 コ ,ザ ノ 二 し÷ にて緊急帝王
切開で出生。 新生児仮死を認めた。 生後2ヶ月 の頭部MRIにてPVLを認め
た。 臍帯動脈血pH値は7 . 1未満であり 、 補償対象基準に該当すると判断さ
れた。

68 産科医療補償制度
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平成 25 年 1 2 月 吉 日

会員各位

公 益 社 団 法 人 日 本 助 産 師 会

会 長 岡 本 喜 代 子

産科医療補償制度 補償申請漏れ防止に向 けた お願い

拝啓 時下ますますご清祥の段、 お慶び申 し上げます。 平素は本会の事業運営

に ご協力 を賜 り 厚 く 御礼 申 し上げます。

さ て 、 ｢産科医療補償制度｣ の補償申請期限は児の満 5 歳の誕生 日 ま でであ り 、

補償対象 と 考え られる脳性麻痺児が 、 満 5 歳の誕生 日 を過ぎたた め に補償を受

け られな く な る事態は 、 何 と して も 防がな く てはな り ません。

会員の皆様には以下の点について改めて ご留意 く だ さ います よ う お願い 申 し

上げます。

国満 5 歳の誕生 日 を過ぎてか ら の補償申請は受付で き ません 。

平成 2 1 年生まれの児は、 平成 26 年 1 月 よ り i順次補償 申請期限を迎え る こ と

と な り ま す。 例え ば平成 21 年 1 月 1 日 生まれの児は平成 26 年 1 月 1 日 が 申請

期限 と な り ます。 満 5 歳の誕生 日 を過ぎてか ら の補償 申請は受付け る こ と がで

き ないた め 、 平成 2 1 年 1 月 生まれの児については 、 早急に補償申請手続き を行

っ ていただ く 必要が あ り ます。

鬮今一度 、 ｢参考事例 ｣ 、 ｢補償対象の範囲 と 考え方 ｣ を ご確認 く だ さ い 。

本年 9 月 に会員の皆様へ ｢産科医療補償制度 補償対象 と な っ た参考事例｣

を 当会 よ り 送付 しま したが 、 こ の 中では ｢分娩中 の異常や出生時に仮死が ない

場合で も補償対象 と な っ た ｣ 、 ｢先天性や新生児期の要因が あ る 場合で も補償対

象 と な っ た ｣ と い う 事例な ど 、 補償対象外 と 思われる よ う な事例で も補償対象

と な っ てい る ケース が あ る こ と が紹介 さ れています。 ｢産科医療補償制度 補償

対象 と なっ た参考事例｣ は 当会の会員専用ホームページに も掲載 しています。

ま た 、 産科医療補償制度ホームページにおいて 、 補償対象基準や対象 と な ら

ない基準 (除外基準) 等 を記載 した ｢補償対象の範囲 と 考え方｣ が紹介 されて

います。

会員の皆様におかれま して は 、 あ ら た め て ｢参考事例 ｣ お よ び ｢補償対象の

範囲 と 考え方｣ を ご確認 く だ さ い。
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圏 申請漏れが生 じ な い よ う 丁寧な対応 と 確認の徹底を お願い し ます 。

万一 、 ｢分娩中 の異常や仮死が ない と補償対象 と な ら ない ｣ 、 ｢先天性や新生児

期の要因が あ る と 補償対象 と な ら ない ｣ 、 ｢満 5 歳の誕生 日 を過ぎて も補償申請

の受付はでき る ｣ と い っ た説明 を行っ た こ と をこ よ り 申請漏れが生 じた場合には 、

脳性麻痺児 と そ の家族が補償を受 け ら れな く な る だけ ではな く 、 そ の家族 と の

間で ト ラ ブル と な る 可能性が あ り ます。

実際に こ の よ う な説明 を行っ ていたケース が あ り ま したので 、 申請について

相談を受 けた場合は早計 をこ判断せず確認の徹底をお願い します。

なお 、 現在制度の見直 し をこ 関する議論が行われてお り 、 補償対象基準等が変

更 と な る 可能性が あ り ますが 、 変更後の基準等は平成 27 年 1 月 以降 をこ 出生 した

児に対 して適用 さ れますので、 ご留意 く だ さ いますよ う お願い します。

囮 不明点等があれば制度専用 コ ールセ ン タ ーま で連絡 して く だ さ い 。

補償 申請漏れを防止する ため をこ 、 補償対象 と 考え ら れる児がお られま した ら 、

補償 申請 をぜひおすすめ く だ さ い。 ま た ｢ こ の よ う なケース は補償対象 と な る

のか｣ と いっ た疑問や、 補償対象 と な る範囲の詳細お よび具体的 な手続き な ど

をこ 関する 不明点等が あ り ま した ら 、 産科医療補償制度ホームページを ご覧いた

だ く か 、 産科医療補償制度専用 コ ールセ ンタ ーへご相談 く だ さ い。

なお 、 以下の資料を 同封 さ せていただき ます。

･ 産科医療補償制度 補償対象 と なっ た参考事例

･ 産科医療補償制度 重症度に関す る参考事例

･ 補償対象の範囲 と 考え方

敬具

産科医療補償制度専用 コ ールセ ン タ ー

フ リ ーダイ ヤル 0 1 2 0‐3 3 0‐ 63 7 受付時間 : 午前 9 時~午後 5 時 (土 日祝除 く )

産科医療補償制度ホームページ

= 産科医療補償制度 ll識跳繁劇 htty/“‐ ' ““k介hp . i oqh o . o rJ p/
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平成 25 -隊罰霰回◎多 産科医療翻貰制度 鑓繊,。雑費賭--･毒
グ ー ミ

瞳 稗 鬮 瓣 糒 億 制 朧

重 症竈 騨 に 鬮, 斬 る 鱗 癪 騨 剛
( 平成 2 5 年 8 月 1 2 日 発行 『補償対象 と な っ た参考事例』 追補版 )

ミ - - 三 一 - - “

補摂申請期限まであと 僅 ヶ 月 を切 り ま した
(※制度が開始 し た 平成 2 1 年 1 月 初旬 に生ま れた児の場合)

脳性麻痺児の保護者が分娩機関に対 し て補償申請で き る期間は 、 児の満 1 歳の誕生 日 か

ら満 5 歳の誕生 日 ま で です く極め て重症で診断が可能な場合は生後 6 ヶ 月 以降か ら ) 。

産科医療補償制度が始ま っ た平成 2 1 年 1 月 に生まれた児の場合、 補償申請期限ま で あ と

1 ケ 月 を切 り ま し た .

補償対象者数の推計値の年間 48 1 人 に対 し V 現時点 (平成 2 5 年 = 月 末 ) で の平成 2 1

年生まれの補償対象者数は 2 3 5 人 に留 ま っ て い ま す。 運営組織が把握 し て い る 申請準備中

の人数 を含め て も 、 い ま だ補償対象 と 認定 さ れ る 可能性の あ る 児が 申請 さ れな い ま ま残 っ

て い る も の と 考え ら れます。 ･ ノ÷そ
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参 考 事 例 J
@ ｢補償対象｣ と な っ た事例

ご留意いただ きた い事項 事例No. 参 考 事 例

｢I

2 歳時点 に お いて一人で坐位

姿勢 の 保持が可 能 で あ っ て

も 、 総合的 に判断 し 、 将来の
実用 的歩行獲得が困難 と 考え
ら れ る 場合は 、 補償対象 と な

る可能性があ る 。

事例①

2 歳時の診断において 、 ず り 這いでの前方への移動 、 つかま り 立ち
は可能であ る が 、 坐位保持は不可能であ り 、 日 常生活には全面的 な

介助 を要す る 。 体幹機能が悪 く 、 長坐位は不可能。 将来の実用的歩
行獲得が 困難 と 判断 され 、 補償対象 と 判定された 。

事例②

2 歳時の診断において 、 関節拘縮は認め ないが 、 下肢は尖足傾向 。
自 力での体位変換は不可であ る が 、 坐位に さ せる と 坐っ て い られる

よ う そこ な っ て き てい る 。 生活はほぼ全介助 を要する 。 寝返 り 不可 、

下肢に尖足 、 筋緊張亢進を認め る こ と か ら 、 将来の実用的歩行獲得
が 困難 と 判断 さ れ 、 補償対象 と 判定 された。

2

3 歳時点 に お いて 四 つ這い 、

あ る いは床か ら 立ち 上が っ て

立位 に な る こ と が可能で あ っ

て も 、 活動状況 を撮影 し た動

画 も 含め総合 的 に判断 し 、 将

来の実用 的歩行獲得が困難 と

考 え ら れ る場合は 、 補償対象
と な る可能性があ る 。

事例③

3 歳時の診断において 、 介助が あれば階段を上がれる と の診断であ
っ たが 、 診断書 と と も に提出 さ れた動画の活動状況か ら は下肢関節
の障害程度が強 く 、 将来の実用的歩行獲得が 困難 と 判断 さ れ 、 補償
対象 と 判定 さ れた。

事例④

3 歳時の診断において 、 交互性の あ る 四つ這いが不可能であ る こ と

か ら 、 将来の実用的歩行獲得は困難であ る と 判断された こ と 、 ま た

左上肢の機能は全廃ではな い も の の補助的に使 う こ と も 困難であ

る と 判断 された こ と か ら重症度の基準を満たす と 判断 され、 補償対
象 と 判定された 。

参 考 事 例

@ ｢補償対象外 (再申請可能) ｣ ※ と な っ た事例 ※次ページ下観照

3

補償 申請の時点 で 、 将来の障
害程度の判定が困難 と 判断 さ
れ る 場合は 、 補償対象外 (再

申 請可能 ) と な る 可能性があ
る 。

事例⑤

2 歳時の診断において 、 姿勢異常 、 関節拘縮を認めた。 割 り 坐に よ
る独坐可能 、 這い這いに はな らず 、 上肢運動は左右差を認め る (右

< 左 ) 。 物 に よ っ て は 、 持ち替えが可能。 現時点では将来の運動障

害の程度の予測が 困難であ り 、 診断時期 尚早 と 判断さ れ 、 補償対象
外 (再 申 請可能 ) と 判定 さ れた 。 再申請可能年齢は 4 歳 0 ヶ 月 以降
と さ れた。

事例⑥

3 歳時の診断において 、 坐位を獲得でき てい る こ と や交互の四つ這

いが可能であ る こ と か ら 、 将来の実用 的歩行獲得の可能性が考え ら

れる も のの 、 - ん で ゞ 鬱 し 参 事 当 と 判断 され、 補償対象外 (再

申請可能) と 判定 された。 再申請可能年齢は 4 歳 6 ヶ 月 以降 と さ れ
た。 -

4

3 歳 以降の上肢障害のみでの
補償 申請で あ っ て も 、 麻痺部
位等 と の総合判断に よ り 、 障

害程度の判定が困難 と 判断 さ
れ る 場合は 、 補償対象外 (再

申 請可能 ) と な る 可能性があ
る 。

事例⑦

3 歳時の診断において 、 実用的歩行が可能であ る こ と か ら 、 下肢 ･
体幹機能については補償対象外 と 判断 さ れた。 上肢機能については

片麻痺であ り 、 現時点では将来の障害程度の予測が難 しい こ と か ら

診断時期 尚早 と 判断 さ れ、 補償対象外 (再申請可能) と 判定 さ れた 。

再申請可能年齢は 4 歳 0 ヶ 月 以降 と さ れた。

5

3 歳以降の低緊張型の補償申

請で あ っ て も 、 合併症等 と の
総合判断 に よ り 、 障害程度の

判定が困難 と 判断 さ れる場合
は 、 ネ甫償対象外 (再 申 請可能)
と な る可能性があ る 。

事例⑧

3 歳時の診断において 、 低緊張型、 坐位不可能 と の診断であっ たが 、

重度知的障害 を伴 う 精神運動発達遅滞 と 考え られた。 今後 の精神発

達 と と も に動作 ･ 活動の状況の改善が見込まれる こ と か ら 、 現時点

で障害程度の判定が 困難なため補償対象外 (再 申請可能) と 判定さ
れた。 再申請可能年齢は 4 歳 6 ヶ 月 以降 と さ れた。
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◎再申請の結果 、 ｢補償対象｣ と な っ た事例

6

補償対象外 (再 申

請可能 ) と 判定 さ

れ 、 適切 な時期に

再 申 請 さ れ た 時

点で 、 将来の実用

的 歩 行獲得 が 困

難 と 考 え ら れ る

場合は 、 補償対象
と な る 。

事例⑨

2 歳時の診断において 、 ア テ ト ーゼ型で知的障害を伴 う タ イ プであ る と 考え ら れ 、
坐位の状況か ら は不随意運動が あ り 体幹の コ ン ト ロ ールが悪い状態、 下肢の交互
性の動 き が取れてい る 可能性も あ る が 、 判断が難 しかっ た。 小 さ な も の をつま む

動作ができず上肢障害 も あ る と 考え ら れた。 その時点では将来の実用的歩行獲得
お よび上肢障害の判断が困難であ り 、 補償対象外 (再申 請可能 ) と 判定 さ れた。

3 歳時の再申請では 、 提出 さ れた診断書 ･ 動画 よ り 、 四つ這いはス ムーズであ る

が 、 立位のバ ラ ンス が悪 く 下肢の運動パ タ ー ンが不 良な こ と な どか ら 、 将来の実
用的歩行獲得が困難 と 判断 され、 補償対象 と判定 さ れた。

事例⑲

2 歳時の診断において 、 割 り 坐に よ る独坐可能。 上肢運動に 関 して 、 左右差あ り 。
物に よ っ て は 、 持ち替えが可能の診断。 そ の時点では身体障害者障害程度等級 1

級ま たは 2 級相 当 の重度脳性麻痺刻ま判断でき ないた め 、 補償対象外 (再 申請可
能) と 判定さ れた。

4 歳時の再申請では 、 独坐は可能。 四つ這い 、 立位は不可。 上肢はほぼ片手のみ
使用 。 使用 でき る 片手も 、 積み木は積め る が 、 ス プー ンで ご飯をす く う こ と がで
き ない状態。 前回の補償申請時点か ら運動機能の発達がほ と ん ど見 られていない

と の診断結果や、 動画で確認でき る運動の状態を総合的に判断 し 、 将来の実用 的
歩行獲得は困難であ る と 判断さ れ 、 補償対象 と 判定 さ れた 。

事例⑪

1 歳時の診断において 、 腹臥位で頭部を拳上でき る ( 3 秒以上) の診断。 体幹の
ジス ト ニアや痙性の影響も考慮 し 、 動画の提出 を追加依頼 し確認 したが 、 その時

点では将来の運動発達の予測が 困難 と 判断さ れ、 補償対象外 (再申請可能) と 判

定 さ れた。

4 歳時の再申請では 、 つかま り 立ち 、 伝い歩 き ま で可能 と な っ たが 、 実用 的 な移
動は四つ這い と 寝返 り 。 動画よ り 、 伝い歩き は不安定であ り 、 頸部は後屈 して い

る こ と が多い。 歩行器を使用 して 、 不安定な歩行の状態であ る と 判断 さ れ 、 補償
対象 と 判定さ れた。

◎ ｢補償対象外｣ と な っ た事例

7

補償 申 請 の 時 点

で 、 将来の実用的

歩 行獲 得 の 可 能

性 が高 い と 考 え

ら れる場合は 、 補

償 対 象 外 と な る

可能性があ る 。

事例⑫

3 歳時の診断において 、 三肢麻痺の診断。 坐位か ら 立位可 、 独歩可であ る が 、 片

足を 引 き ず り なが ら の歩行。 早歩き は可能で あ る が 、 走行不可の状態。 片上肢は
軽い物 を持つ こ と ができ 、 補助的 に使用する こ と も 可能であ る と の診断。 提出 さ
れた動画か ら も 、 装具を使用 しないで歩行が可能であ り 、 将来の実用的歩行獲得
の可能性が高 く 、 ま た片上肢の運動障害 も身体障害者障害程度等級 4~6 級相 当

と 判断 され、 補償対象外 と 判定 さ れた。

事例⑩

4 歳時の診断において 、 痙直型片麻痺で、 本制度の定め る 障害程度等級表に該当

する項 目 な し と の診断。 歩行時 、 片踵が浮 き 、 歩行時には片上肢が屈 曲位に な る 。
上肢運動は左右差な く 、 日 常生活動作は年齢相 当 の介助のみ要す。 片上肢の障害

程度は 、 診断書所見 よ り も重症であ る 可能性はあ る も の の 、 身体障害者障害程度
等級 1 級ま たは 2 級相 当 の重度脳性麻痺には該当 しない と 判断さ れ、 補償対象外

と 判定 さ れた。

｢補償対象外 (再申請可能) ｣ とは ?

審査 を行 っ た結果、 そ の時点では補償対象 と な ら な い も の の 、 将来所定の要件を満た し て再申請 さ れ
て 、 改めて審査を行い補償対象 と 認定で き る 可能性があ る場合、 ｢補償対象外 (再申請可能) ｣ と い う 判

定 に な り ま す 。 例 え ば、 審査の時点で は 、 身体障害者障害程度等級 1 級ま た は 2 級相 当 の重度脳性麻痺

に該当す る と 判断で き な い も のの 、 一定の期間が経過すれば判断がで き る と 考え ら れる 場合は、 再 申請
に あ た っ て再度診断を 受 け る 適切な時期 に つ い て お伝え し ま す。

一方、 審査の時点で基準 を満た さ な い と 判断 し た場合は、 ｢補償対象外｣ と な り ま す。

# ‐



澗産科医療補償制度における ｢重症度｣ に関する考え方皿

本制度では 、 身体障害者手帳の障害程度等級そ の も の に よ る 判定は行わず、 早期 に正確な診断を行 う

た め に独 自 に専用診断書お よ び判断基準を定め て お り 、 重度の運動障害 に つ いて は 、 ｢下肢 ･ 体幹｣ と

｢上肢｣ それぞれの障害の程度に よ っ て基準 を満た す か否か を総合的 に判断す る こ と と し て い ま す。

< 下肢 ･ 体幹に関す る判断 目 安 >

将来実用的な歩行※が不可能 と 考え ら れる か否か ※補装具ゃ歩行補助具 (杖、 歩行器) を使用 し な ぃ状況で 、 立 ち上

が っ て 、 立位保持がで き 、 1 0 メ ー ト ル以上つかま ら ず に歩行 し 、 さ ら に静止す る こ と をすべて ひ と り で で き る状態の こ と

年齢 補償対象 と な ら な い可能性が高い児の状態

6 ヶ 月 か ら 1 歳未満 重力 に抗 して頸部の コ ン ト ロ ールができ る

1 歳か ら 1 歳 6 ヶ 月 未満 寝返 り を含めて 、 体幹を動かすこ と ができ る

1 歳 6 ヶ 月 か ら 3 歳未満 一人で坐位姿勢が保持でき る

3 歳か ら 4 歳未満 床か ら立ち上がっ て立位にな る 、 あ る いは四つ這い等の移動が可能であ る

4 歳か ら 5 歳未満 安定 した歩行ができ る

<上肢に関す る判断 目 安> * 上肢の診断のみで補償 申請 を行 う 場合は 、 3 歳以降の診断が必要

-上肢 (片腕) の みの障害では機能が全廃※ し て い る か否が ※すべて の機能が使ぇな ぃ状態の こ と

両上肢 (両腕) の障害で は握る程度の簡単な動 き 以外が不可能か否か

障害のあ る上肢 補償対象 と な ら な い可能性が高い児の状態

一上肢 障害側で、 診断書 6 頁に示す項 目 の動作 ･ 活動が 1 つで も可能であ る- 障害の豊上肢 ‐ 叢対象髪歩縫い翻皀性鰤い児の状態 老一上肢 障害側で、 診断書 6 頁に示す項 目 の動作 ･ 活動が 1 つで も可能であ る

両上肢 原則的に 、 自 分の意思で物をつかみ 、 動かすこ と ができ る

実用的歩行が可能であっても、 上肢の著 しい障害があれば、 総合的に

判断 して補償対象となる可能性があり ます。

[ お 問 い合わせ ] 産科医療補償制度専用 コ ールセ ン タ ー

フリ ーダイヤル 0 120‐330‐637 午前 9 時~午後 5 時 (土 日 祝除 く )

[ ホ-ムペ- ジ ] = 朧灘蝋燭 http/′ww縱anねhpi cqh鋭ip/産科医療補償制度

B 403 ( 1) 1 3 . 1 2 2 6 , 0 0 0
‐ 3 ‐
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惨考資料国

平成 25 年 11 月 末 日

○○協議会

会員施設 施設長 様

公益財団法人 日 本医療機能評価機構

理事 ･ 産科医療補償制度事業管理者

上 田 茂

《産科医療補償制度》

補償申請の促進につ いて (御礼お よ びお願い)

- 申請期限まであ と 1 ヶ 月 です -

平素は産科医療補償制度の運営につき ま して 、 格別の ご高配を賜 り 厚 く 御礼 申 し

上げます。

本制度の周知にあた り ま しては 、 先般送付 させていただき ま した ｢○○施設を

通 じた補償申請の促進について (お願い) ｣ に よ り 、 本制度の補償申請期限等につ

いて脳性麻痺児の保護者の方に ご案内いただき 、 誠に感謝申 し上げます。

おかげ さ ま で 、 本制度に関する お問い合わせや補償 申請書類の請求が大幅に増

加 してお り 、 本制度が開始 した平成 21 年生まれの児の 10 月 末時点の補償申請者

数 (既に補償対象 と な っ た人数お よ び現在補償申請の準備を行っ てい る人数) は 、

427 人 と な っ てお り ます。

本制度の見直 しの検討にあた り ｢医学的調査専門委員会｣ において現行制度の

補償対象者数の推計を行っ た と こ ろ 、 推計値は年間 48 1 人 (推定区間 : 340~623

人 ) と さ れてお り 、 皆様の ご協力 に よ り 推定区間内 の件数が見込め る状況に な っ

た も の と 考えてお り ます。

一方、 本制度の補償 申請期限は満 5 歳の誕生 日 ま でであ り 、 平成 2 1 年 1 月 生ま

れの児については、 補償申請期限ま であ と 1 ヶ 月 と な っ てお り ます。 補償対象 と

考え られる児が 、 補償 申請期限を過ぎたた め に補償が受 け られない事態が生 じ る

こ と が ない よ う 、 今一度 、 平成 21 年生まれの脳性麻痺児の保護者の方に 、 同封 し

ま したチ ラ シをお渡 しいただ く な ど 申請の促進をお願いできれば幸い に存 じます。

引 き 続き 、 本制度の運営に ご支援賜 り ます よ う 、 何卒 よ ろ し く お願い 申 し上げ

ます。

お問合せ先

公益財団法人 日 本医療機能評価機構

産科医療補償制度運営部 (担当 : ○ ○ 、 00 )

Te l : 0 3 一 5 2 1 7 一 2 3 5 7
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